
上空100mから見た釜石市鵜住居町で建設中の防潮堤（ドローン空撮）：2017年11月 佐藤孝治教授撮影

１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

822 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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 編集後記

　神奈川県立がんセンターにおける重粒子線治療の存続危機が報じられたのは昨年12月のこと

であった。放射線治療の専門医が相次いで退職の意向を示し、「先進医療」に指定された治療継

続が危ぶまれたこの問題については、県がひとまず医師の人員配置要件を確保し、1月24日に

3月末までの治療継続の見通しが立ったことを明らかにした。県は120億円を超える予算を投じ

て、世界最先端のがん治療施設として重粒子線治療施設を建設し、2015年12月から稼働させて

きただけに、知事の肝入りで問題解決に取り組んでいるようである。

　とはいえ、この間の医師不足の影響で患者の新規受け入れは制限され、前年同時期の約4分

の1に減少、重粒子線治療を受ける患者4人が他の医療機関に移ったとされる。県が原因究明の

ため設置した調査委員会は、退職した放射線専門医と病院を運営する県立病院機構とのコミュ

ニケーション上の問題を指摘したが、医師と運営側は、藁にもすがる思いで先進治療を望む患

者の存在をどう捉えていたのだろうか。各地で公立病院の独法化は進むが、医療提供に関わる

行政の責任とリスク管理は不可避のはずである
 

（谷本有美子）

巻頭言
　１月２２日、１５０日間にわたる第１９６回通常国会が開幕した。安倍首相は今国会を「働

き方改革国会」とし、残業時間の上限規制を柱とする関連法案などを重要課題と述べて

いるが、やはり気になるのは改憲の動きだ。首相は、施政方針演説では「国のかたち、

理想の姿を語るのは憲法です。各党が憲法の具体的な案を国会に持ち寄り、憲法審査会

において議論を深め、前に進めていくことを期待します。」と述べるにとどめ、各党議論・

憲法審査会での議論に委ねる物言いとしている。しかしながら、同日の自民党両院議員

総会では、憲法改正について、「いよいよ実現する時を迎えている」と表明しており、や

はり胸中では今年中の改憲発議を実現する腹づもりだろう。

　改憲議論の中で、クローズアップされているのはやはり９条の問題。

　首相は、自衛隊について「違憲の疑いを指摘されている現状を解消したい」ことが９条

改正の理由としている。しかし、政府は、現行憲法でも「合憲」であると解釈しているし、

私が所属する自治労の考えは置いておいても、現実の問題として国民の多くが自衛隊の

存在を認めている。

　軍備の強化や軍隊の創設を求めているのかと思えば、９条１項（戦争放棄）、２項（戦

力不保持）を堅持するとも表明しており（自民党改憲４項目では２項は維持・削除の両論）、

あえて、改憲する必要があるとは理解しがたい。また、政府が言うとおり集団的自衛権

の行使は合憲ならば、そのことからも改憲は必要ない。

　自民党改憲４項目では、幼児教育など教育全体の無償化、国政選挙における合区の解消、

緊急事態などもあるが、これらについても、現行法の整備で対応できるという意見もある。

首相は一体何が目的で憲法を変えたいのか？

　首相の改憲への思いの中核は「戦争のできる国」への布石と思うが、最近の言動はちょっ

と異なって見える。国会においては改憲勢力が両院で３分の２を超え、憲法改正発議の

要件を満たしている。今なら改憲できる。言うなれば、今まで誰もやっていない「憲法

改正を成し遂げた」という実績を残せる。いつのまにかそこが目的になっている気がする。

　実際にそのレールに乗ってしまえば、残るは国民投票。２００７年衆院法制局の試算によ

ると、国民投票には約８５０億円の費用がかかるとのこと。個人の実績残しに費やすには

あまりにも膨大な費用だ。

　言うまでもなく、憲法は国の統治の根幹となる基本的な原則をさだめるものである。

熟議こそあれ変えることが目的になるのはもってのほか。ましてやその後ろに改正では

なく改悪がみえるのであればなおさらのこと。立法の最高府における野党の奮闘を期待

する。
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 2017 年 11 月 29 日神奈川県地域労働文化会館において神奈川自治研センター2017年度第 1 回

神奈川まちづくり研究会が開催され、神奈川大学経済学部教授で、神奈川自治研センター理事の佐

藤孝治氏より「東日本大震災の教訓―空撮映像を通して考える現状の問題点」をテーマにご報告を

いただいた。本稿は、その報告要旨とドローン空撮映像をもとに編集部にて原稿案を作成し、佐藤

氏が加筆・修正したものである。 
 
 
１ 東日本大震災の構造的特徴 

 

（1）震災復興の現状 

 2011年 3 月に発生した東日本大震災から

約 7年を経た今日、震災復興の現状としては、

依然として嵩上げ工事の進行、付け替え道路

の整備、移転用地のための森林伐採、高台の

切り崩しなどが続けられています。これまで

の集中復興期間に復興予算 27 兆円のかなり

の部分を投入して、三陸沿岸などの被災地で

大型の土木工事が行われてきました。 

岩手県の陸前高田市や山田町などでは巨大

な防潮堤の建設が進められています。防潮堤

の建設工事について住民の方たちは極めて複

雑な気持ちで受け止めています。山田町中心

部に建設中の約10ｍの高さの防潮堤について

は住民の聞き取りをした時に、「山田刑務所

の塀」という皮肉な言い方をしていた方もい

ました。 

刑務所の塀のような高さの壁が眼前の山田

湾の前に作られて、風光明媚で漁業を中心と

した生活の場であるのに海が全く見えなくな

る景色になりつつあります。このように、三

陸の沿岸部には海の見えない、海から遠ざけ

られた暮らしが出現してきています。 

また、災害公営住宅の建設や高台への集団

移転事業は徐々に進捗しつつあるようですが、

一方で復興の名の下で自然環境の破壊や地域

社会の解体も進んでいるのではないかと感じ

ています。特に被害の大きかった三陸沿岸の

被災地としての陸前高田市、大槌町、山田町

などで、人口流出による人口減が顕著になっ

ていますので、震災復興の最大規模の実験が

行われている陸前高田市だけの問題ではない

と思います。 

この点について、『岐路に立つ震災復興 

─ 地域の再生か消滅か』（長谷川公一・保母

武彦・尾崎寛直編、東京大学出版会、2016

年 6 月）の中で、「インフラ整備およびハー

ド面での復興は表面上進みつつあるが、被災

地が地域崩壊の方向に進みつつあることをど

うすれば食い止めることができるのか」とい

う率直な疑問が投げかけられています。 

 1995 年 1 月の直下型の断層地震によって

2017 年度第 1 回神奈川まちづくり研究会 

 

東日本大震災の教訓 

—空撮映像を通して考える復興の問題点－ 

 

神奈川大学経済学部教授／神奈川自治研センター理事 佐藤孝治  
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発生した㜰神・ῐ路大震災とẚ࡭て、東日本

大震災は海⁁型のࣞࣉーࢺによってᘬき㉳こ

された地震です。東日本大震災は海⁁型地震

が㐃続して 3 ࣨ所で発生した巨大地震であり、

ୡ⏺のほ ྐ上でも 20 ୡ⣖の � ␒┠に大き

な地震であったことに␃ពするᚲ要がありま

す。 

 

（2）ᮾ᪥ᮏ大震災のᵓ㐀ⓗ≉ᚩ 

東日本大震災の被害規模の大きさやᗈ域ᛶ

については、これまでの研究会で報告しまし

たが、東日本大震災のᵓ㐀ⓗ特ᚩとして、第

一に、ὠἼによってᐑᇛ県のዪ川町や༡三陸

町、岩手県の陸前高田市や大槌町などでは、

町の中心部が壊滅ⓗな被害を受け、町ᙺ場も

ὠἼの大きな被害を受けたために行ᨻᶵ⬟が

一時ⓗに㯞⑷してしまったことがあげられま

す。陸前高田市では、約 3分の 1の⫋ဨがṥ

⫋されました。 

地方自治体が行ᨻᶵ⬟をᯝたࡏないという

事ែは、㜰神・ῐ路大震災ではなかったこと

です。㤳㒔直下地震、ᡣ⥲༙ᓥἈの海⁁型地

震、༡海ࢺラフ地震などの今ᚋ発生する巨大

地震へのᑐᛂを考える上で、東日本大震災で

生じたような行ᨻᶵ⬟の୙全や႙ኻという問

題が㉳こってくることを᝿ᐃしておくᚲ要が

あるだࢁうと考えています。 

 第஧の特ᚩとして、原発震災との複ྜᛶと

いうことがあります。地震・ὠἼによる全㟁

※႙ኻ、෭༷ᶵ⬟の႙ኻ、࣓ࣝ࢘ࢲࢺンとい

う㐣㓞事ᨾが発生して、⤖ᯝⓗにᗈ域ⓗなᨺ

ᑕ⬟ởᰁが㉳こりました。現ᅾでも、⚟ᓥ第

一原発の࿘㎶の地域には、㝖ᰁされた土、木

のⴥやⲡなどの≀㉁を入れた大㔞の㝖ᰁ⿄が

まだ⨨かれたままで、2015 年 3 月に全⥺開

通したᖖ☬自ື㌴道の上からもこれらの㝖ᰁ

⿄を集✚した௬⨨き場を見ることができます。 

 第三の特ᚩとしては、東໭地方というṔྐ

ⓗに見ても࿘㎶ⓗで㝈⏺ⓗな地域だったとこ

が、ὠἼによって集中ⓗに被災したというࢁ

事実であり、そのㄆ㆑はとても大事なことだ

と思います。なࡐ東໭地方が࿘㎶ⓗで㝈⏺ⓗ

な地域としてᢅわれてきたのかというと、㏆

௦日本のṔྐでもそうでしたが、特に、ᡓᚋ

日本のᅜ土ᨻ⟇や全ᅜ⥲ྜ開発ィ⏬の中で⨨

きཤりにされてきた地域であったということ

はྰᐃできないと思います。 

ᅜ土のࢢランドࢨࢹインの中で、高㏿道路

⥙や᪂ᖿ⥺⥙にしても、東໭地方というのは

本ᕞの中ではᖖに最ᚋに実現する地域になっ

てきました。中ኸ集ᶒⓗなᅜ土ᨻ⟇のもとで、

ᅜ土経営のຠ率化や地域間の分業体ไが᥎し

進められてきましたが、そのようなᅜ土のࢢ

ランドࢨࢹインのᖐ⤖として、東日本大震災

が㉳こった時に、複雑なࣜࢫ࢔ᘧ海岸のᗈが

る三陸沿岸部にどういうことをもたらしたの

かというど点も㔜要だࢁうと考えています。 

 また、高㱋化した地域の集中ⓗな被災とい

うことでは、㜰神・ῐ路大震災もྠじような

ᵓ㐀を持っていましたが、65 ṓ௨上の高㱋

⪅がṚ⪅の㐣༙ᩘを༨めている中で、東日本

大震災ではὠἼによる⁒Ṛということで、ዪ

ᛶ高㱋⪅の๭ྜが㜰神・ῐ路大震災の場ྜよ

りも高くなっていました。高㱋社会における

巨大災害の発生という現実はきちんとᢲさえ

ておくᚲ要があると思います。 

 第ᅄに、ὠἼ被害による漁業や㎰業へのᡴ

ᧁという点では、ಶ々の生活再建だけが問題

ではなく、生業としての漁業や㎰業の再建が

大きなㄢ題となりました。復興ᗇの㈨ᩱによ

れば、㎰業はかなりの部分で再開できたが、

漁業についてはまだまだそのように言えない

部分がṧっています。三陸沿岸部は、ୡ⏺᭷

ᩘの漁場をᢪえており、漁業、㣴Ṫ、Ỉ⏘≀

の流通・加工がᇶᖿ⏘業となっています。 

 高㱋化によるᢸい手の減ᑡや人口流出は、

中山間地や㎰ᮧとྠࡰ࡯じᵓ㐀で、震災௨前

からの漁ᮧのᏑ立ᅔ㞴ᛶとⱝ⪅層が沿岸部に
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ᐃ住化できるかどうかはྠ᰿の問題でもあり

ます。 

 最ᚋの特ᚩとしては、2005 年㡭に加㏿し

た「ᖹ成のᗈ域ྜే」のᘢ害があげられます。

ᖹ成のᗈ域ྜేがもたらしたᙳ㡪を、地方自

治に㛵ಀする人間としてよく見ておかないと、

༡海ࢺラフ巨大地震、つまりす日本大震災が

発生した時に、どういうことが生じてくるの

か見えてこないだࢁうと思います。 

東日本大震災は、ᖹ成のᗈ域ྜేからわࡎ

か 6年ᚋに発生しました。ᗈ域ྜేによって

ᇶ♏自治体と地域住民の㊥㞳が遠くなってい

たという現実が、東日本大震災の発生によっ

て表面化したということをきちんと見ておく

ᚲ要があるだࢁうと思います。 

ᵓ㐀ⓗな特ᚩとして取り上げた問題は、ど

れ一つを取り上げてもとても㔜要な問題です

が、࣓࢔࢕ࢹがそれ⛬取り上げないᗈ域ྜే

の問題点については、地方自治にᦠわるഃか

ら東໭地方でఱが㉳こったのかということを

きちんと整理して、᳨ドしていくことが、ḟ

の大規模災害にᑐする地域や地方自治体の現

場での備えにつながっていくと思います。 

 

䠎 東日本大震災の᚟⯆のၥ㢟Ⅼ 

 

（1）震災復興のኊ大࡞ᐇ㦂ሙ 

震災復興の問題点ということで、三陸の被

災地というのは巨㢠の復興予算がὀࡂ㎸まれ

た震災復興のኊ大な実験場であると考えても

よいと思います。前㏙しましたように、東໭

地方の中でも三陸沿岸部というのは࿘㎶ᛶの

高い地域だったのですが、東日本大震災によ

って現௦の日本社会がᢪえる社会問題の最前

⥺に✺ዴとして✺き出されてしまったという

のが、ᐑᇛ県から岩手県にᗈがる三陸沿岸部

の地方自治体あるいは地域社会のጼだࢁうと

思います。 

 ᖹ成のᗈ域ྜేによるもともとの問題点と

して、町ᙺ場が⥲ྜᨭ所になり、⫋ဨᩘは๐

減され、行ᨻࢧーࢫࣅᶵ⬟のప下がいわれま

したが、ᵝ々な文⊩㈨ᩱをㄞんでみると、ᗈ

域ྜేした▼ᕳ市とᗈ域ྜేしなかったዪ川

町の復興の㐪いというのは、ὀ┠してみるᚲ

要があるように思います。 

 ▼ᕳ市は஧༑くらいの町ᮧとྜేして、現

ᅾの▼ᕳ市ができあがっています。そうする

と、もともとあった町ᙺ場が⥲ྜᨭ所になっ

た。地方自治体としてのᶵ⬟を持っていると

いいながらも、ᗈ域ྜేしなかったዪ川町と

ẚ࡭て▼ᕳ市の行ᨻᑐᛂにはከくの問題が現

れているように思います。その㎶のことを考

えるᚲ要があります。 

 それから、ࣜࢫ࢔ᘧ海岸の三陸沿岸ではそ

れࡒれの὾が生活の場、生業の場であり、そ

こがὠἼによって被災したということをどう

いうことかよく考えてみるᚲ要があります。

日本ྐの中で、三陸沿岸のࣜࢫ࢔ᘧ海岸がど

ういう地域として఩⨨づけられてきたのか、

あるいはṔྐの中にᢲし㎸められてきたのか

というとこࢁを考えなければいけないという

ことです。 

今ᚋの東໭地方のあり方を考えた時、እか

ら人が入ってくることがྍ⬟でない㝈り消滅

するのは㑊けられないだࢁうと考えています。

እ部から人が入ってきて、そこで生活ができ

る環境が三陸沿岸の入りỤや地域社会にある

のかどうかという問題を考え、ඞ᭹していく

ことが、࣎ランテ࢔࢕団体や東໭の被災地ᨭ

᥼を行っている団体のこれからのᙺ๭になっ

ていくのではないかと考えています。 

 

（2）ఫᏯ෌ᘓのㄢ㢟 

住宅再建の問題としては、建⠏ᇶ‽ἲで災

害༴㝤༊域にᣦᐃされているとこࢁは、建≀

を建てることができないが、これがᯝたして

ጇᙜだったのかどうか᳨ドがᚲ要です。日本

学⾡会㆟でもこの規ᐃがጇᙜかどうかという
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ことを再考するᚲ要があるとᣦ᦬しています

が、⚾もそのように考えています。一ᚊにᪧ

ᒃ住༊での᪂⠏やቑᨵ⠏を⚗止するというの

が、ᯝたして地域社会にとってࣉラࢫになる

のかどうかということを考えなければいけな

いと思います。 

௬設住宅は本᮶㸰年間のᒃ住を前ᥦに作ら

れたものですが、もともと⊃㝼であり、ᐮ෭

地௙ᵝになっていないとか、防㡢でないとか、

⪏ஂᛶがないとか、いࢁんな問題が出ていま

した。௬設住宅にまだᒃ住されている方が┦

ᙜᩘいるということは、今ᚋ考えなければい

けない問題をᥦ㉳しています。 

2016 年 � 月の⇃本の㐃㙐地震の被災地で

も௬設住宅は作られたが、おそらく⇃本でも

௬設住宅は㸰年間だけの住まいではなく、ከ

分㸲�㸳年の住まいになっていくだࢁうと᝿

像できます。⇃本でもྠじ問題が㉳こってい

ますので、௬設住宅を㸰年間の住まいとして

⪏用年ᩘ㸰年の建≀を作るということは、今

ᚋ発生する大規模災害を考えていく上で考え

直す࡭き問題ではないかと思います。 

 災害公営住宅の整備は進んでいますが、経

済ຊのஈしい高㱋⪅࡯ど㑅ᢥ⫥が㝈ᐃされて

くるという面があるとともに、災害公営住宅

の᏶成によって、௬設住宅でᙧ成されていた

が崩れていくということも㉳こ࢕テࢽ࣑ࣗࢥ

りえると思います。 

㜰神・ῐ路大震災の教訓として、Ꮩ⊂Ṛや

自ẅ⪅を出さないようにするために、地域で

のຓけྜいの௙⤌みが作られましたが、この

௙⤌みがᯝたしてᶵ⬟しているのかどうか問

題があるように思います。౛えば、三陸沿岸

にあるࢳࣃンࢥᒇにᮅ㸷時前からものすごい

行ิができているという状ἣをどのように理

解すればよいのか。これは、ᑗ᮶ⓗにᏙ⊂Ṛ

や自ẅなどにも⧅がる要ᅉになりᚓるのでは

ないかと思われます。 

もう一つはᅾ宅ᨭ᥼ᶵ⬟をᙉ化しない㝈り、

三陸沿岸部で災害公営住宅が建設され、高台

への集団移転によって、住宅が整っていった

としても、住んでいるのは高㱋⪅の஧人暮ら

しとか、高㱋⪅の一人暮らしだけであるとい

うᙧになると、ᐙ᪘による௓ㆤとか地域によ

る௓ㆤができないᙧになっていくྍ⬟ᛶがあ

ります。 

これまでの᪤Ꮡのࢽ࣑ࣗࢥテ࢕がᶵ⬟して

いる地域と㐪って、東໭の三陸沿岸部ではᅾ

宅ᨭ᥼ᶵ⬟というのはูのᙧで考えていくᚲ

要のある問題ではないかと思います。 

 

（�）復興理ᛕの෌᳨ウࢆ 

 東日本大震災からの復興の理ᛕをどう考え

るのかということが依然として大きなㄢ題と

してṧっています。民୺ඪᨻᶒの時に、復興

ᵓ᝿会㆟で色々な理ᛕが出されていますが、

一つはっきりしているのが、ᡓᚋ、日本社会

の中に᰿ᙉくᏑᅾしてきた「ᢏ⾡中心୺⩏」

の考え方というものが復興の考え方の中にあ

るのではないかということです。 

ὠἼ被災地に巨大防潮堤をᙇりᕠらࡏると

いう考え方は、まさにその㝈⏺を♧している

のではないかということを感じています。陸

前高田市で建設が進められている巨大防潮堤

のഃを大型ࢲン࢝ࣉーが㉮っていたጼが思い

出されますが、大型ࢲン࢝ࣉーもまるで㍍ࢺ

ラのようにᑠさく見える࡯どに巨大なᵓ㐀≀

としての防潮堤が作られています。 

⚟ᓥ第一原発の事ᨾもそうですが、⚾たち

は自然を᏶全にࢥンࢺローࣝできないという

ことを再ㄆ㆑するᚲ要があるのではないかと

考えています。⚾は大学の授業でも「原発が

Ᏻ全ならば、༓ⴥの館山やᶓ㡲㈡のஂ㔛὾ⅆ

ຊ発㟁所に原発を建設すればよい、もしそれ

ができないというのであれば、それはᏳ全で

ないから作れないのではないかというㄆ㆑を

㤳㒔ᅪの住民は持たなければいけない」とい

うことを⧞り㏉し言ってきました。原発はࢥ
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ンࢺローࣝできないものであるというㄆ㆑を

持っていることが大事ではないかと思います。 

震災復興の理ᛕをᢏ⾡中心୺⩏から社会ⓗ

ඹ通㈨本というᯟ⤌みで再᳨ウするというこ

とが、⚾たちにとってとても㔜要なことでは

ないかとも考えています。 

ඛに⤂௓した『岐路に立つ震災復興─ 地

域の再生か消滅か』の第 2❶「震災復興 5年

のホ౯と教訓」というㄽ文の中で、保母武彦

氏が「その復興とは再びこの地で人間社会が

営まれる社会ⓗ⿦⨨を再生復活さࡏることに

௚ならない。ᨾᏱἑᘯ文は、その『社会ⓗ⿦

⨨』を『社会ⓗඹ通㈨本』ᴫᛕによって理ㄽ

ⓗに整理した」、「社会ⓗඹ通㈨本は、震災

復興との㛵ಀでいえば、ᗫቕと化した地域社

会復興のᮍ᮶像をᵓ᝿する上でのᯟ⤌みとし

て、また地域社会の生活にḞかࡏない㡿域・

㡯┠のࢡࢵ࢙ࢳに活用できる。それによって

復興ᨻ⟇を▹正していけば、⥲ྜⓗにࣂラン

のとれた、ᮃましい復興像に᥋㏆することࢫ

がྍ⬟になる。」と᭩かれていました。 

201� 年に᪩✄田大学出版部から出したඹ

著『東京湾岸の地震防災ᑐ⟇ ⮫海ࢥンࢼࣅ

ーࢺは大୔ኵか』という巨大地震と⮫海ࢥン

ードの༴㝤ᛶをᢅった本の中で、⚾はᏱࢼࣅ

ἑඛ生の「社会ⓗඹ通㈨本」というᴫᛕで⮫

海ࢥンࢼࣅードの問題を考えていくᚲ要があ

るということを᭩きました。保母ඛ生のごᣦ

᦬は、⚾が᭩いたෆᐜとྠ㊃旨のことを㐪う

表現で᭩かれていると感じています。 

 21 ୡ⣖の現ᅾ、東日本大震災がどういう

ᛶ᱁を持つものであったのかを考えてみるᚲ

要があります。㜰神・ῐ路大震災というのは

20 ୡ⣖に 21 ୡ⣖の高㱋社会を㐠んできた自

然災害というഃ面がありました。東日本大震災

には人口減ᑡ・高㱋化が進行した࿘㎶ⓗかつ

㝈⏺ⓗな東໭地方（໭㛵東をྵࡴ）をくった

自然災害というഃ面と、⚟ᓥ第一原発の事ᨾ

によるᗈ域複ྜ災害としての஧つഃ面があり

ます。 

 

㸱 まࡵ࡜ 

 

㛵東地方の大規模地震は、断層型の直下地

震としての 1�55 年ᏳᨻỤᡞ地震、海⁁型の

大規模地震としての 1923 年㛵東大震災や

1703 年ඖ⚘地震など、Ṕྐ地震というほ点

で᣺り㏉ってみると㠀ᖖにከく発生していま

す。 

ᖹᏳ時௦の 9 ୡ⣖、�69 年に東日本大震災

とྠࡰ࡯じ地域で、ྠじ規模のὠἼにくわれ

た㈆ほ地震、ᖹᏳの東日本大震災が発生して

います。その 9年ᚋの �7� 年にඖ៞地震とい

う神奈川県の海⪁名࿘㎶を震※とする㛵東の

直下地震が発生し、そしてその 9 年ᚋの ��7

年にோ࿴地震という巨大地震がす日本で、つ

まりᖹᏳ時௦の༡海ࢺラフ巨大地震が発生し

ました。 

東日本大震災から約 6年༙が㐣ࡂましたが、

今ᚋ発生する㤳㒔直下地震や༡海ࢺラフ巨大

地震は、やはり一ᐃの自然⏺のἲ๎ᛶの中で

㉳こってくるだࢁうということを᝿ᐃࡏざる

をᚓないと思います。だから東日本大震災か

ら 6年༙経ったので、㛵東地方に住んでいる

⪅としてもう自分たちはᏳ心だࢁうといえる

のかというと、9 ୡ⣖のことを考えると、そ

のようなことはいえないのではないでしࡻうか。 

⚾もཧ加する᪩✄田大学理工学⾡㝔の研究会

で、㤳㒔大学東京の山崎ᬕ㞝名㄃教授が「⚾

たちにᚲ要なのは⬣かしの防災ではなく、理

解する防災である」ということをヰされてい

ましたが、これはとても㔜要なことだと思い

ます。理解する防災というのはどういうこと

か。それは、地震やὠἼの࣓࣒࢝ࢬࢽ、Ṕྐ

地震などについてきちんと学んで、地震が㉳

こったらఱをしなければいけないのかという

ことをⱝいୡ௦にఏえていくということだࢁ

うと思います。 
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ドローン空撮を実施した地域

普代村

宮古市田老

山田町

釜石市鵜住居

大船渡市吉浜

陸前高田市

石巻市大川小学校

仙台市荒浜小学校

〔報告資料から〕
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൐඾ུ大ૼब̥͈ͣ໘̫࢜ͅޟたൽ͈ͤ͂ࡉ೒し
(੄ਫ਼ȇ໘ޟ಩ȸ໘ه͂ે࡛͈ޟఴȹȂ2017ා11࠮)

൐඾ུ大ૼब͈໘ޙેޟ
(੄ਫ਼ȇଽຸ͈ݢ޽बٺచॐུ໐̈́̓ 2017ා9࠮)

๰ඳ৪ 82,000ྴȂب୭住఺ ଼ۖ࡫53,194 (100%)

बא࢖ٺ住఺͈ૺೃၚ 82.0% (໘ޟ಩ 2017ා11࠮)



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     上：஦ԟͶ͓ݡΖのが陸前⾼⽥市の෰ޮڷӨे୒（2017 年 11 ⽉ 1 ⽇撮影） 
 
     下：陸前⾼⽥市内陸上ۯ 100̾からଌ͓た๹ொఇ （2017 年 11 ⽉ 1 ⽇撮影） 

 
     上：陸前⾼⽥市で個⼈が保存した震災遺構の建物：内陸側から（2017 年 11 ⽉ 1 ⽇撮影） 
 
     下：陸前⾼⽥市で個⼈が保存した震災遺構の建物：海側から （2017 年 11 ⽉ 1 ⽇撮影） 
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     上：஦ԟͶ͓ݡΖのが陸前⾼⽥市の෰ޮڷӨे୒（2017 年 11 ⽉ 1 ⽇撮影） 
 
     下：陸前⾼⽥市内陸上ۯ 100̾からଌ͓た๹ொఇ （2017 年 11 ⽉ 1 ⽇撮影） 
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 防潮堤ࠐ

 

Ᏻಸᨻᶒが 1���ｍの防潮堤を東໭一ᖏにᙇり

ᕠらす᰿ᣐとなった岩手県のᬑ௦ᮧのỈ㛛。これ

で実㝿はຓかったのだが͐。 
 ᮧ長「ࣜࢫ࢔ᘧ海岸だからᶵ⬟するỈ㛛」 

 

 

 

1���ｍの防潮堤。ఱ༑࢟ロにも

わたって作っているわけではなく、

2�0 ࣓ーࣝࢺ。これがὠἼ災害に

あう地域の全ᅜࣔࣝࢹになってい

るのだが。 

 

 

 ⯪㉺ᑠ学ᰯの方から防潮堤をと

らえたもの。まࡎ┒土をしてその

まわりをࢥンࣜࢡーࢺでᅛめると

いうᚑ᮶型の防潮堤。この型の方

がもつྍ⬟ᛶがあるというが͐。 

 

 

 

  

㔩▼市၈୹町のⰼ
け

㟢
ࢁ

㎶
࡭

地༊。防潮堤を

一切作らないという㑅ᢥをしたとこࢁ。 

 

 

 

 

 ⰼ㟢㎶のෆ陸部はࣜࢫ࢔ᘧ海岸の⊃い

とこࢁに住宅がびっしりと建っている。

それࡒれのᐙから海が見え、漁ができる

か、⥙がᖸࡏるかが、ᐙにいてわかるの

だ。 

 

 

 

1 
 

空撮෗┿でみる被災地のいま㸺ドローン空撮㸸神奈川大学大規模災害ᑐ⟇研究ࣉロࢺࢡ࢙ࢪ㸼 

 

 陸前高田市の現ἣࠐ

 

 山を崩したഃから土を࣋ࣝࢥࢺン࣋࢔  

で㐠び┒土していった。 

 

 

 

 

 

 ᗈ田湾にୣや山がࡏりⴠちている⟠所に

は防潮堤は作らࡎ、それ௨እのとこࢁは湾

全体に防潮堤をᘏ長していくというのが今

のィ⏬。 

 

 

 

 ᏶成した災害復興住宅。まわりにはࡰち

ランや中⳹ᩱ理ᗑなどが立ちጞࢺࢫちࣞࡰ

めたが、㐀成工事はまだ⤊わっていない。 

 

 

 

 

 山田町の現ἣࠐ

 

 山田町の「刑務所の塀」と᥾ᥟされる

高さ約 10ｍの防潮堤。空撮だから全体

のᵝᏊがわかるが、地上からでは海は全

く見えない。 

 

 

 山田町⯪㉺ᑠ学ᰯ。もともとは海ᢤ

12ｍのとこࢁにあったが、20ｍのὠἼに

学ᰯは㣧み㎸まれた。地ඖ出㌟の用務ဨ

さんのᶵ転で⿬山に㑊㞴し全ဨ↓事だっ

た。ᰯ⯋は今、ዟの高台に㐀られている。 
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 防潮堤ࠐ

 

Ᏻಸᨻᶒが 1���ｍの防潮堤を東໭一ᖏにᙇり

ᕠらす᰿ᣐとなった岩手県のᬑ௦ᮧのỈ㛛。これ

で実㝿はຓかったのだが͐。 
 ᮧ長「ࣜࢫ࢔ᘧ海岸だからᶵ⬟するỈ㛛」 

 

 

 

1���ｍの防潮堤。ఱ༑࢟ロにも

わたって作っているわけではなく、

2�0 ࣓ーࣝࢺ。これがὠἼ災害に

あう地域の全ᅜࣔࣝࢹになってい

るのだが。 

 

 

 ⯪㉺ᑠ学ᰯの方から防潮堤をと

らえたもの。まࡎ┒土をしてその

まわりをࢥンࣜࢡーࢺでᅛめると

いうᚑ᮶型の防潮堤。この型の方

がもつྍ⬟ᛶがあるというが͐。 

 

 

 

  

㔩▼市၈୹町のⰼ
け

㟢
ࢁ

㎶
࡭

地༊。防潮堤を

一切作らないという㑅ᢥをしたとこࢁ。 

 

 

 

 

 ⰼ㟢㎶のෆ陸部はࣜࢫ࢔ᘧ海岸の⊃い

とこࢁに住宅がびっしりと建っている。

それࡒれのᐙから海が見え、漁ができる

か、⥙がᖸࡏるかが、ᐙにいてわかるの

だ。 

 

 

 

東日本大震災の教訓　11
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 高台移転ࠐ

 

山田町の田ࣀ὾地༊。᫛࿴三陸

ὠἼᚋに高台移転した場所。東日

本大震災のὠἼは一␒前ิの❆࢞

ラࢫを壊したが、そのዟにはᒆか

なかった。᫛࿴三陸ὠἼᚋ、この

下に住宅や公民館などの᪋設が作

られたが、今回全部流された。 

 

 

 大⯪Ώのྜྷ὾。明治三陸ὠἼの

あとに一ᩧに高台移転した地域。

ここでは≛≅⪅はࢮロ�ただし、

自分の漁⯪を見に海岸に行った漁

ᖌ 1名が行方୙明� 

 

 

 

 震災㑇ᵓの保Ꮡ問題ࠐ

 東日本大震災の被災地で、ὠἼ被害を受けた建㐀≀の保Ꮡを断ᛕするືきが出てきている。震災

の㑇ᵓとして保Ꮡしㄒりつごうとしても、⥔持㈝の☜保、住民の理解などᵝ々な問題が立ちはだか

り、被災自治体はⱞしいุ断を㏕られている。㑇ᵓというࣔࣀ、ㄒり部というࢺࣄ、⥔持するため

の࢝ࢿがそࢁってఏᢎはྍ⬟になる。解体するのか、ṧすのかという⤖ㄽをᣋ㏿に出すのではなく、

時間をかけて᳨ウするᚲ要がある問題である。

ୖ䠖ᐑᇛ┴Ẽ௝἟ᕷ ┴❧Ẽ௝἟ྥὒ㧗ᰯ 

ୗ䠖ᐑᇛ┴▼ᕳᕷ ᕷ❧大ᕝᑠᏛᰯ          ୖ䠖ᒾᡭ┴ᐑྂᕷ ⏣⪁ほග䝩䝔䝹 

  ୗ䠖ᒾᡭ┴㝣๓㧗⏣ᕷ ᪧ㐨の㥐㧗⏣ᯇཎ 
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 2017 年 9 月 27 日神奈川県地域労働文化会館において、神奈川県地方自治研究センター2017 年

度第㸰回人口減ᑡ問題研究会が開催され、藤ἑ市௻⏬ᨻ⟇ㄢᨻ⟇研究ဨのᮡῲ武氏より「藤ἑ市の

住宅地域における持続ྍ⬟なࢽ࣑ࣗࢥテ࢕のあり方について」をテーマにご報告いただいた。本稿

は、その報告ෆᐜをもとにᮡῲ氏が᭩き下ࢁしたものである。 
 
 
㸯 ࡟ࡵࡌࡣ 

 
第 2 回人口減ᑡ問題研究会で報告したෆ

ᐜは、ᖹ成 2� 年度に藤ἑ市が地域活ᛶ化セ

ンターㄪᰝ研究ᨭ᥼事業として実᪋した「住

宅㒔市地域における持続ྍ⬟なࢽ࣑ࣗࢥテ࢕

のᅾり方のㄪᰝ研究」のᴫ要である。本稿で

は、そのㄪᰝ研究のᴫ要を⤂௓するとともに、

藤ἑ市の住宅地としてのᙧ成を㋃まえ、今ᚋ

の住宅地のᑗ᮶について、言ཬしたい。 
 

㸰 ㄪᰝ研究の⫼ᬒ࡜ၥ㢟ព㆑ 

（1）藤ἑᕷの఩⨨࡜ᴫἣ 

 藤ἑ市は、㤳㒔ᅪの 50NP ᅪに఩⨨し、面

✚ 69�57NP㸰、人口約 �2 ୓ 9 ༓人（2017 年 9

月）、᫨ኪ間人口ẚ率 0�93 の㒔市である。 

 2013 年度に行った「ᑗ᮶人口᥎ィ」によ

ると、⥲人口は 2030 年がࣆーࢡで約 �3 ୓人、

高㱋化率は 2025 年に 25�1 㸣（�人に 1人が

65 ṓ௨上）で高㱋⪅人口は 10��201 人とな

る。そのᚋも高㱋化率と高㱋⪅⥲ᩘはቑ加し

ていく。 

 生⏘年㱋人口ᩘは 2025 年をࣆーࢡに減ᑡ

が続く。その๭ྜもᛴ㏿に減ᑡする。15 ṓ

௨下人口は、⥲ᩘもその๭ྜも減ᑡが続くこ

とになる（ᅗ㸯）。 

 ణし、藤ἑ市の人口は、前回のᅜໃㄪᰝ

（2015 年）の⤖ᯝでは �23��9� 人、また

2017 年度の人口（ᅜㄪよりの᥎ィ）は

�2��7�� 人でᑗ᮶᥎ィを上回っている状ἣに
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 藤ἑ市を一言で表すと「ࣂランࢫのとれた

㒔市ᶵ⬟を᭷する㒔市」である。市民一人ࡦ

とりが、ᒃ住環境のⰋい住宅地に住み、市ෆ

እに通໅通学するために公ඹ஺通ᶵ㛵を฼用

し、ᅄつの大学があり、海・川・㔛山・公ᅬ

など自然環境にもᜨまれる中で、生活をᴦし

める㒔市と言える。 

 また、行ᨻࢧーࢫࣅは、

ᪧ大Ꮠや㥐を中心とした

᪂市⾤地を࣋ーࢫに、市

民センター・公民館が整

っている 13 地༊をᇶ本

に行われている。 
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 1�

 この市民セ

ンター・公民

館༢఩で、地

⦕をもとにし

た⤌⧊による

活ືやᵝ々な

、活ືࣝࢡーࢧ

Ꮚ⫱て・⚟♴・

教⫱・環境・ま

ちづくりなど

直面するㄢ題

に取り⤌ࡴ活

ືなど、市民

活ືが活発な

ことが特ᚩと

言える。 

 

（�）ၥ㢟ព㆑ 

ձ2025 年問題 

 藤ἑ市の人口はまだቑ加している状ἣにあ

るが、団ሢのୡ௦が 75 ṓ௨上になる 2025 年

問題は藤ἑ市にとって、㔜要なㄢ題である。

前㏙したᑗ᮶人口᥎ィによれば、2015 年か

ら 2025 年にかけて、高㱋⪅人口のෆヂを見

ると、65 ṓ௨上は 97�29� 人から 10��201 人

へと約 1�1 ಸのቑだが、75 ṓ௨上に㝈ると

����20 人から、66�06� 人へと約 1�5 ಸにな

る。75 ṓ௨上人口が全体に༨める๭ྜは、

15㸣を㉸えることになる。 

 この問題は、社会保㞀㈝のቑ大だけではな

く、地域社会のᵓ㐀、⏘業ᵓ㐀、㒔市ᵓ㐀に

大きなᙳ㡪を୚えることになる。特に地域社

会においては、生き生きとした暮らしをᨭえ

る地域のᢸい手の減ᑡという問題に直面して

おり、ᢸい手をቑやすためにどのような手立

てがᚲ要か問われている。 

ղⰋዲな住宅地のᑗ᮶ 

 㤳㒔ᅪ㏆㑹だけではなく㏆␥ᅪにおいても、

働くୡ௦の住まいとして、高度成長期に建設

された大規模な団地において、建≀自体の⪁

ᮙ化やᒃ住⪅の高㱋化に直面している。⪁ᮙ

化した団地をࣜࣗࢽーࣝ࢔する㝿には、建⠏

や㒔市づくりの分㔝だけではなく、高㱋⪅を

地域でᨭえる⚟♴ⓗ࢔ࢣや࣑ࣗࢥテ࢕へのཧ

加のಁ進などᵝ々な㡿域のᑓ㛛ᐙ、行ᨻ、市

民がཧ⏬し、ᮍ᮶を見通した団地再生がᩘከ

く取り⤌まれている。 

 藤ἑ市の௦表ⓗな住宅地である「•༡ライ

フタ࢘ン」はいわࡺる㤳㒔ᅪ㏆㑹の団地より

は整備がᑡしᚋになり、1970 年௦ᚋ༙から

19�0 年௦前༙にかけて整備されている。し

かしながら、市民からはᢸい手୙㊊問題や団

地再生問題について、ከくのព見があり、ඛ

行事౛をཧ考に、今から取り⤌࡭ࡴきㄢ題と

考えている。 

  

㸱 ㄪᰝの┠ⓗ࡜ᡭἲ 

（1）┠ⓗ 

 地域ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕の⬤ᙅ化は、᰾ᐙ᪘化ཬ

び⚟♴ᨻ⟇の᥎進が┦まって生じた公ຓのᙉ

化と、そのことから生じたඹຓのᙅ体化の表

ᅗ㸯 藤ἑᕷのᑗ᮶ேཱྀ᥎ィ 
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れであり、㉸高㱋社会においては、このඹຓ

の復ඖまたは᪂たなᵓ⠏が㔜要となる。 

 そのため、このㄪᰝ研究では「㉸高㱋化の

進ᒎ」と「ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕のᕼⷧ化」による地

域ㄢ題を整理し、ㄢ題解Ỵのための手ἲにつ

いて、D）ከᵝな地域活ືの場、E）活ືにཧ

加する人、F）ཧ加しやすくするࢶーࣝ、G）

これらの㐃ᦠ・࣡ࢺࢵࢿーࢡの �つのど点 

から᳨ウし、持続ྍ⬟なࢽ࣑ࣗࢥテ࢕のᅾり

方を㏣ồし、そのᙧ成に㈨する᪋⟇を᳨ウす

ることを┠ⓗとした。 

 

（2）ᡭἲ 

 ㄪᰝの手ἲはඛ行ⓗなㄪᰝ研究をㄪ࡭ると

ともに、市ෆで住宅地域と高㱋化状ἣという

᮲௳から、市ෆ 13 地༊で高㱋化率が最も高

い地༊である•༡大ᗞ地༊と 2␒┠に高い∦

℩地༊をㄪᰝᑐ㇟地༊とした。 

 市ෆでのㄪᰝは、ᑐ㇟地༊の人口ື向や

ᵝ々な᪋設の状ἣཬび市民活ືの状ἣをㄪ࡭

た上で、ඹຓの場となりうる͆ᒃ場所͇につ

いて、実㝿に現場に㉱き、͆ᒃ場所͇の活ື

状ἣやጞめたきっかけ、ព⩏➼について、活

ືや㐠営にᦠわっている人へのࣜ࢔ࣄンࢢㄪ

ᰝを୎ᑀに行った。  

 

（�）ᮏ✏࡛のᑐ㇟ 

 ㄪᰝᑐ㇟は市ෆ 2地༊としたが、本稿では

⣬面の㒔ྜ上、2025 年問題のᙳ㡪を最も受

けると᝿ᐃされる•༡大ᗞでのㄪᰝ⤖ᯝ➼を

⤂௓する。 

 

㸲 ඛ⾜ⓗ࡞ㄪᰝのᢕᥱ 

（1）201� 年度のᕷのㄪᰝ⤖ᯝ 

 201� 年度に、藤ἑ市では•༡大ᗞ地༊の

㥖ᐤ団地第 1㥖ᐤ自治会約 �00 ୡᖏのᒃ住⪅

をᑐ㇟に、団地再生にかかる࢔ンࢣーࢺㄪᰝ

を行った。その⤖ᯝは、ୡᖏ規模はᑠさくな

っていること、ୡᖏ୺が 61 ṓ௨上では年㔠

཰入がከく༨めること、建≀の⪁ᮙ化や࢚ࣞ

࣋ーターがないことへの୙‶が高いこと、㏆

所付きྜいではᣵᣜはするが、┦ㄯ事を行う

などの῝い㛵ಀにはないこと、住民ྠኈのຓ

けྜいはᚲ要と考えていること➼であった。 

 また、ㄪᰝの㐣⛬でཧ考とした、地域にお

ける高㱋⪅のᒃ場所問題について、20 年௨

上にわたってල体の活ືをしている「いこい

のᐙ ክみん」（ᶓ὾市ᡞሯ༊）の活ືも報

告している。 

 

（2）ඛ⾜ࡓࡋㄪᰝ࡚࠸ࡘ࡟ 

 「人口減ᑡ社会におけるከୡ௦஺流・ඹ生

のまちづくり」は、全ᅜ市長会と日本㒔市セ

ンターがඹྠで設⨨した研究会での成ᯝをま

とめたものである。ୡ௦間のࣂランࢫをとり、

地域社会で市民がᨭえྜう௙⤌みをいかに⫱

てていくかというㄆ㆑のもとに、ᅜと地方が

取⤌࡭ࡴきㄢ題とᙺ๭についてᥦ言している。 

 ౛えば、「人口減ᑡ社会におけるከୡ௦஺

流・ඹ生のࣙࢪࣅンのᥦ♧」「ከୡ௦஺流・

ඹ生に取り⤌ࡴことができる地域社会の௙⤌

みをつくること」「地域社会の発ᒎにつなが

る住環境ᨻ⟇への取⤌を᥎進すること」など

6㡯┠のᥦ言をしている。 

 このようなᥦ言をするために、全ᅜ �3 自

治体の事౛をㄪᰝしているが、本ㄪᰝ研究の

手ἲもこのㄪᰝ方ἲに㏆いと言える。 

 

㸳 •༡大ᗞᆅ༊のᴫἣ 

（1）•༡大ᗞᆅ༊の㛤Ⓨのᴫせ 

 •༡大ᗞ地༊は、1960 年௦ᚋ༙のᛴ⃭な

人口ቑによる↓⛛ᗎな市⾤化を防ࡄため、⥳

㇏かな住宅地の開発と㎰業環境の保全・整備

を┠ⓗとして、「㒔市と㎰業のㄪ࿴するまち

•༡ライフタ࢘ン」の⥲ྜⓗまちづくりが市

によって行われ、1970 年௦ᚋ༙から 19�0 年

௦前༙の間にከくの人が住みጞめ、約 3 ୓ 2

༓人前ᚋの⾤をᙧ成している。 
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（2）ேཱྀືྥ 

•༡大ᗞ地༊

はこのᩘ年でᛴ

㏿に高㱋化が進

み、2015 年現

ᅾ高㱋化率は

2��1㸣であり、

市ෆで最も高い

地༊である（ᅗ

㸰）。 

 加えて、75

ṓ௨上の高㱋⪅

ᩘは、2015 年

からの 15 年間

で 2ಸになるこ

とが᥎ᐃされている。 

 

（�）᪋タ㓄⨨の状ἣ 

 ィ⏬ⓗに整備された⾤であるため、地༊

のࡰ࡯中ኸに、市民センター・公民館と市

民ᅗ᭩館が㓄⨨され、ᑠ学ᰯは �ࣨ所、中

学ᰯは 2ࣨ所ある。公ᅬは⾤༊公ᅬを中心

に 17 ࣨ所整備されている。地域の人たち

の活ືの場でもある市民のᐙは �ࣨ所、Ꮚ

どもたちのᨺㄢᚋの㐟び場であるᏊどもの

ᐙは 1ࣨ所、町ෆ会館・自治会館・集会所

は࡯とんどの町ෆ会自治会が所᭷している。

このことは市ෆ௚地༊とは␗なる•༡大ᗞ

の特ᚩである（ᅗ㸱）。  

 

（�）ᕷẸάືの状ἣ 

ձ自治会町ෆ会 

 自治会町ෆ会は⥲ᩘ �� 団体、加入率は

7�㸣である。࡯とんどの自治会町ෆ会に会

館・集会所があり、活ືのᣐ点となってい

る。㐠営上のㄢ題として、⏨ᛶᙺဨがᑡな

いこと、なり手がいないこと、ᙺဨは 1年

஺௦のため⥅続ⓗな取⤌が進まないことが

あげられる。 
ᅗ㸱 •༡大ᗞᆅ༊の᪋タ㓄⨨ᅗ 

ᅗ㸰 •༡大ᗞᆅ༊のᑗ᮶ேཱྀ᥎ィ 
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ղ市民センターを᰾とした活ື 

 市民センター・公民館を࣋ーࢫにした活ື

は௚の地༊とྠᵝの༠㆟会⤌⧊が設⨨されて

いる。自治会㐃ྜ会、生活環境༠㆟会、防≢

༠会、஺通Ᏻ全ᑐ⟇༠㆟会、㟷ᑡ年⫱成༠ຊ

会、社会⚟♴༠㆟会、⪁人ࢡラࣈ㐃ྜ会、民

生ጤဨ➼༠㆟会などである。 

ճその௚の活ື 

 ᑠ学ᰯを᰾とした活ືでは、社会体⫱᣺興

༠㆟会、ᨺㄢᚋᏊども教ᐊ➼があり、よりᗈ

いど点でみると、ࢡラࣈ生活༠ྠ⤌ྜ活ື、 

࣎ランテ࢔࢕センター活ື、自然環境保全活

ື、㹌㹎㹍活ືなどከᵝである。 

 

（�）ᆅᇦのពぢ 

 201� 年度の࢔ンࢣーࢺㄪᰝもྠᵝである

が、•༡大ᗞ地༊の市民からは、ᵝ々な会㆟

を通して、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕活ືの活ᛶ化や団地

のᑗ᮶のことなどについてከくのព見がᐤࡏ

られている。 

 •༡大ᗞ地༊㒓土づくり᥎進会㆟（㒓土づ

くり᥎進会㆟は 13 地༊に設⨨。）は、「10

年ඛを見ᤣえた•༡大ᗞ地༊のまちづくり」

（2016 年 3 月）をまとめ、高㱋⪅ᨭ᥼、Ꮚ

ども・Ꮚ⫱て⫱成ᨭ᥼、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕活ືの

活ᛶ化の 3つをまちづくりのᰕとし、ᰕごと

にල体の取⤌を♧している。 

 また、市民と市長のព見஺᥮会においても、

•༡ライフタ࢘ンの再活ᛶ化のための༠㆟体

づくり、地域ࣞ࣋ࣝでの住宅に㛵する┦ㄯ体

ไ、ⱝ⪅ୡ௦のᐃ住ಁ進、高㱋⪅の移ື手ẁ

の☜保、௓ㆤ人ᮦ☜保のための᭷ൾ࣎ランテ

を活用したࢺࢵࢿไ度のᵓ⠏、インター࢔࢕

高㱋⪅の見Ᏺり体ไの඘実など、行ᨻにとっ

てᚲ要なㄢ題を᪤にᾋき᙮りにしている点で、

これらのព見は㠀ᖖに㔜要と言える。 

 

 

  

㸴 ලయⓗㄪᰝ࣭࣭ᒃሙᡤのࣜ࢔ࣄンࢢ 

 ー࣐のタᐃࢸㄪᰝ࡜ㄢ㢟のᩚ理ی

 ඛ行事౛のᢕᥱや地༊の現ἣのᢕᥱをする

中で、ㄢ題を整理すると、ϸ）高㱋⪅やᏊ⫱

てᐙᗞの状ἣについて Ϲ）人と人のつなが

りについて Ϻ）ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕活ືの場につ

いて ϻ）住環境について ϼ）地域のྜព

ᙧ成について Ͻ）人ᮦ⫱成について Ͼ）

その௚の୐つに分けられる。 

 ㄢ題を解Ỵする方向ᛶを᳨ウするため、前

㏙のど点をもとに௨下のᅄつのㄪᰝテーマを

設ᐃし、実地のࣜ࢔ࣄンࢢㄪᰝを中心に᳨ド

した。 

ϸ）ᒃ場所のᙺ๭と今ᚋのྍ⬟ᛶ 

Ϲ）地域のつながりをつくるためのಙ㢗㛵ಀ

のᵓ⠏ 

Ϻ）ཧ加ࢶーࣝとしてのロ࣎ࢺࢵの活用 

ϻ）ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕活ᛶ化のための住宅地のࢹ

 インࢨ

 

㸵 ᒃሙᡤのᙺ๭࡜௒ᚋのྍ⬟ᛶ 

（1）ᒃሙᡤのᙺ๭ 

 人々が住み័れた地域で暮らし、生活して

いくためには、地域のᵝ々な方々によるᨭえ

ྜいと見Ᏺり、ࡺるやかなつながりをᵓ⠏で

きるᒃ場所が大切である。 

 気㍍にいつでも立ちᐤれるᒃ場所として、

らし高㱋ࡄロン、࢝フ࢙、┦ㄯ活ື、一人ࢧ

⪅の日ᖖ生活ᨭ᥼、体᧯・ᅖ◻など㊃࿡の活

ື、ᑠ学生のᨺㄢᚋの㐟び場など、ከᵝなᙧ

ែとࢫタイࣝがある。 

 

 ㄪᰝ⤖ᯝࢢンࣜ࢔ࣄ（2）

 •༡大ᗞ地༊では、10 ࣨ所のᒃ場所をゼ

問し、㐠営体ไ、┠ⓗ、開催㢖度、ᑐ㇟ୡ௦、

ල体ⓗ活ື、ᙺ๭とຠᯝなどについて、࢔ࣄ

ࣜンࢢを行った。そのㄪᰝ⤖ᯝのᴫ要をᕳᮎ

㈨ᩱ㸯として♧す。 

ㄪᰝから見出されたことはḟの 6点である。 

藤沢市の住宅地域における持続可能なコミュニティのあり方について　17
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࣎ࣛン࢔࢕ࢸセンター࣭࢔ࣙࢪ 
（ࡿ೉りࢆϺ㸸ၟᴗ᪋タの୍部ᒇࢫーࢣ）

ձᒃ場所のᙧែはከᵝである 

 ᒃ場所には、ϸ）᪤Ꮡの町ෆ会館や団地集

会所、Ϲ）地域市民のᐙや学ᰯの空き教ᐊ、

Ϻ）民間のၟ業᪋設や事業所、ϻ）空きᗑ⯒

や空きᐙ、ϼ）ᑠ規模ከᶵ⬟᪋設、Ͻ）ᑎ

㝔・教会などが活用されている。  

•༡大ᗞ地༊では、ϸ、Ϲ、Ϻ、ϼのࢣー

 。があるࢫ

ղ活ືの୺体もከᵝである 

 ᒃ場所の㐠営୺体は、ϸ）自治会・町ෆ会、

Ϲ）地༊社会⚟♴༠㆟会、Ϻ）㟷ᑡ年⫱成༠

ຊ会・Ꮚどものᐙ㐠営ጤဨ会、ϻ）㹌㹎㹍な

ど市民活ື団体➼がᢸっている。•༡大ᗞ地

༊では、地⦕⤌⧊だけではなく、ᵝ々な୺体

が活ືしている。 

ճᒃ場所をゼれる人はከୡ௦にわたる 

 ϸ）高㱋⪅が中心、ᨺㄢᚋのᏊどもたち、 

   Ꮚ⫱て中のぶᏊが中心 

 Ϲ）ᑐ㇟を㝈ᐃしないと高㱋⪅やᏊどもた 

   ちが集まり、஺流が῝まる。 

մそのຠᯝとしては、いつでも気㍍に立ちᐤ

れることにより、ḟのようなことが言える。 

 ϸ）気㍍にヰしྜえる཭人ができた。 

 Ϲ）ᝎみを聞いてもらえるᶵ会となる。 

 Ϻ）ᐙから出かけるᶵ会がቑえた。 

 ϻ）いつでも立ちᐤれるのがⰋい。 

 ϼ）ᒃ心地がよい。 

 Ͻ）ᡃがᐙの感ぬでゼれる。 

などである。 

յ㐃ᦠ༠ຊによって、ᨭえྜう㛵ಀづくりが

進ࡴことである。౛えば、 

 ϸ）ྛᒃ場所には、㈨᱁を持つ人がከく㛵

わっている。 

 Ϲ）┦ㄯ事については、学ᰯ、市民センタ

ーなどとの㐃ᦠをᅗる。 

 Ϻ）ᒃ場所に㛵わる人によって、ḟからḟ

へとつながる。 

などの㛵わりが生まれてくる。 

նಙ㢗㛵ಀを⠏くには、㢦の見える㛵ಀをつ

くることである。その⤖ᯝ、 

 ϸ）┦ㄯやᝎみ事のヰができると、ಙ㢗㛵

ಀが生まれる。 

 Ϲ）㢦と㢦の見える㛵ಀづくりが地域࣑ࢥ

 。にとって大切である࢕テࢽࣗ

ことにつながる。 

 

㸶 ᆅᇦのࡀ࡞ࡘりࡘࢆくࡵࡓࡿの 

ಙ㢗㛵ಀのᵓ⠏ 

（1）ே࢟ࡄ࡞ࡘࢆࠎーࣃーࢯン 

 ᒃ場所のㄪᰝでも、ಙ㢗㛵ಀのᵓ⠏は㔜要

であることが♧されている。ᑡᏊ高㱋社会に

における࢔ࢣの考え方としての「藤ἑ型地域

ໟᣓࢫࢩ࢔ࢣテ࣒」を実現するための一つで

ある「地域づくり」において、地域の┦ㄯ体

ไの඘実のための᪋⟇として、2016 年度か

ら、•༡大ᗞ、භ会、㭀἟の 3地༊に 1名ࡎ

つ㹁㹑㹕（ࢽ࣑ࣗࢥテࢯ・࢕ーࣝࣕࢩ・࣡ー

࢝ー）を㓄⨨した。㹁㹑㹕は地域住民のᵝ々

なᅔり事の┦ㄯに஌り、ᅔり事にᑐฎする

 ࢫ࢖ࢲࣛࣃࢃࡉのࡁࡓ
 （⏝฼ࢆϹ㸸ᆅᇦᕷẸのᐙࢫーࢣ）
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ため、市民センターや学ᰯ、市の㛵ಀ部⨫に

㐃⤡し、ㄪ整をᅗっている。㹁㹑㹕として•

༡大ᗞ地༊をᢸᙜしている㹆氏は、地域との

㐃ᦠ、住民の理解をᚓるには、㹁㹑㹕の௙事

を通して、自らờをかくことが࣏インࢺであ

ると㏙᠜している。 

 ౛えば、ごみの∦付けを通してಙ㢗㛵ಀを

つくり、ࡩࣉࢵ࢔ࢡࢵࣂじさわや地域の民生

ጤဨ➼にもつなげて本人と一⥴に考える。地

༊のᑠ中高や地༊社༠との᝟報஺᥮を行い、

஺流をᅗる。そしてこのようなつながりから

地域のᒃ場所と㐃ᦠしている。 

 その中でのㄢ題としては、ไ度の⊃間に生

じた問題の解Ỵをᅗるためのไ度をᥦ案する

ことも考えられるし、地域のㄢ題を地域がど

う受け止め、ඹ᭷化し、どのように解Ỵをᅗ

るかなどከ々ある。 

 藤ἑ市のᒃ場所には、㈨᱁を持った人々が

ᚲࡎいて、ᒃ場所での┦ㄯを㛵ಀ部⨫にఏえ、

つないでいる。 

 

（2）ಙ㢗のᵓ⠏の大ษࡉ 

 ಙ㢗の㔊成ということで、ࢯーࣕ࢟ࣝࣕࢩ

ࢯ。タࣝというᴫᛕがしばしば౑用されるࣆ

ーࣆࣕ࢟ࣝࣕࢩタࣝとは、人々の༠ㄪ行ືを

活発にすることによって、社会のຠ率ᛶを高

めることのできる「ಙ㢗」「規⠊」「ࢺࢵࢿ

࣡ーࢡ」といった社会⤌⧊の特ᚩのことをい

う。そのᴫᛕは、「社会全体の人間㛵ಀの㇏

かさ」をព࿡すると言われている。ࢯーࣕࢩ

タࣝの㔊成と市民活ືの活ᛶ化は஫ࣆࣕ࢟ࣝ

いに高めྜう㛵ಀにある。すなわち、ಙ㢗の

㔊成は地域ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕の活ᛶ化ともつなが

っているといえる。 

 このような「ಙ㢗」という㛵ಀをᵓ⠏する

ことの大切さについて、஧つの事౛を⤂௓す

る。 

ձ ࡯っと⯋の取り⤌み 

ㄪᰝࢢンࣜ࢔ࣄっと⯋は•༡大ᗞ地༊で࡯ 

をしたᒃ場所の一つである。ᒃ場所をጞめる

ために取り⤌んだ「まちづくり࢔ンࢣーࢺ」

がಙ㢗㛵ಀを῝めることにつながっている。

2015 年 � 月から 6 月に実᪋した࢔ンࢣーࢺ

は•༡大ᗞ地༊のす部団地の方々を中心に行

ったが、ࡰ࡯全ဨが「住み័れた地域で暮ら

し続けたい」と回⟅している。それをきっか

けに、住み続けるためにᚲ要な、高㱋⪅が᮶

やすいᒃ場所づくりをጞめている。࢔ンࢣー

をᑐ面ㄪᰝで行ったことから高㱋⪅と㢦とࢺ

㢦の見える㛵ಀをつくることができたことが、

ಙ㢗㛵ಀを῝めていると࡯っと⯋の㛵ಀ⪅は

ㄒっている。 

ղࣘー࢝ࣜがୣの取り⤌み 

 ࣘー࢝ࣜがୣは༓ⴥ県佐಴市にあるࣗࢽー

タ࢘ンである。このࣗࢽータ࢘ンの特ᚩは、

「成長⟶理型」の開発手ἲをとり、ẖ年の分

ㆡᡞᩘを 200 ᡞとỴめていることにある。そ

のため、入ᒃするୡ௦が一ᐃの年௦にᅛᐃさ

れないようにしている。 

 開発ᚋも、入ᒃしている約 7200 ୡᖏを⟶

理会社が年㸱回ゼ問し、⾤への୙‶や要ᮃを

⣽かく聞き取りをしている。この聞き取りに

よって、⟶理会社と住民とのಙ㢗㛵ಀをᵓ⠏

し、空きᐙᑐ⟇にもᙺ立てている。  

ճ㢦と㢦の見える㛵ಀ 

 どちらの事౛でもྠᵝであるが、ᑐ面して

の聞き取りを行いながら、ᅔっていることの

┦ㄯにのったり、解Ỵにつなげたり、ᒃ場所

に出かけるᶵ会を作ったりしている。 

（ᆅᇦの⦕ഃ事ᴗ）⯋࡜ࡗ࡯         
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 それは、ࡺっくりとした中ではあるが、㢦

と㢦の見える㛵ಀをつくることが、ಙ㢗㛵ಀ

を⠏くことにつながっている。  

 なお、ᅄつのㄪᰝテーマのうち、「ཧ加ࢶ

ーࣝとしてのロ࣎ࢺࢵの活用」については、

ᒃ場所のࣜࣖࣄンࢢㄪᰝとྠ時に、高㱋⪅が

集まる場を中心に、ࢣࢽ࣑ࣗࢥーࣙࢩンロ࣎

の実地体験を行った。実地体験の⤖ᯝかࢺࢵ

らは、高㱋⪅も興࿡を♧したが、Ꮚどもたち

も、一⥴にḷったり㋀ったりするなど大いに

興࿡を♧した。そのため、ᘬきこもりがちな

高㱋⪅をࢽ࣑ࣗࢥテ࢕の場にㄏう手ẁとして

よりも、Ꮚどもと高㱋⪅が集うイ࣋ンࢺでの

活用、ከୡ௦஺流のࢶーࣝにした࡯うがⰋい

のではないかと考えられる。 

 またᅾ宅の高㱋⪅にとっては、ヰし┦手や

⥭ᛴ時のᨭえになるとのព見がከい。 

 このようなことから、ࢣࢽ࣑ࣗࢥーࣙࢩン

ロ࣎ࢺࢵの活用については、⡆༢な⤂௓にと

どめる。 

 

㸷 ࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥάᛶ໬のࡵࡓのఫᏯ

ᆅの࢖ࢨࢹン 

�1�⾤のከᵝᛶ 

 藤ἑ市の住宅地は、高度成長期における㤳

㒔ᅪの人口ቑ加のᅽຊにᑐᢠするため、㒔市

インフラもྵめてィ⏬ⓗに整備を進め、また

ᒃ住⪅のୡ௦ࣂランࢫも考៖しながら進めて

きた。そのような手ἲをとりながらも、•༡

大ᗞ地༊や∦℩地༊の一部では一ᐃの時期に

整備されたことからᛴ㏿な高㱋化が進んでい

る。また、Ⰻዲな住宅地として౪⤥するため、

住ᒃᑓ用地域の用㏵がከくを༨めている。 

 ᑡᏊ高㱋社会を㏄え、地域のࢽ࣑ࣗࢥテ࢕

の活ᛶ化がồめられる中で、༢一ⓗなᶵ⬟を

もつ⣧化した⾤ではなく、ከᵝなᶵ⬟を備え

た⾤がᙧ成されることが㘽になってくる。㏆

年、㒔市づくりのテーマとして、「࣑ࢺࢫࢡ

ࣘーࢫ（複ᩘの用㏵をあえてΰᅾさࡏて㈰わ

いを๰出すること）」が見直されている。 

 •༡大ᗞ地༊のᒃ場所としてࣜ࢔ࣄンࢢㄪ

ᰝをした᪋設がどの用㏵地域に立地している

かをみると、集会所の場ྜは中高層ཪはప層

の住ᒃᑓ用地域が୺であり、ၟ業᪋設の場ྜ

は㏆㞄ၟ業地域、事業所の場ྜは住ᒃ地域➼

である。 

 ᪤Ꮡの建≀を活用して᪂たにᒃ場所を☜保

しようというヨみは、ᑡᏊ高㱋社会において

㔜要である。その㝿に住ᒃᑓ用地域であると、

建⠏上の用㏵にไ㝈が生じ、ࡏっかくのᒃ場

所の☜保が㞴しくなるྍ⬟ᛶがある。౛えば

住ᒃᑓ用地域に建てられる集会所では、食事

をᥦ౪する食ᇽᶵ⬟を備えることはできない。 

•༡ライフタ࢘ンでは、୺要な道路沿いは

沿道฼用がྍ⬟な用㏵にᣦᐃされているとこ

がከく、ᒃ場所の空間としても活用されてࢁ

いる。しかし、ప層住ᒃᑓ用地域においては、

より㌟㏆にᒃ場所がồめられるようになる。 

今ᚋ、ᒃ場所の立地場所の᮲௳整理や用㏵

地域による建⠏≀の用㏵ไ㝈との整ྜをどの

ようにᅗるかがㄢ題となる。 

 

�2�㒔ᕷࡿࡅ࠾࡟ఫᏯᆅの࠶り᪉ 

 㤳㒔ᅪにከくの㈤㈚住宅を所᭷する㹓㹐㒔

市再生ᶵᵓは、201� 年 1 月に「㉸高㱋社会

における住まい・ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕のあり方᳨ウ

会」の最⤊とりまとめを公表している。 

 そのෆᐜを⡆༢に⤂௓する。 

 㹓㹐がᯝたすᙺ๭として、住み័れた地域

でᅾ宅ࢧーࢫࣅを受けながら最期まで住み続

けること（$JLQJ LQ 3ODFH）、࣑࣑ࢥࢺࢫࢡ

┦のᙧ成によりከୡ௦の஺流ಁ進と࢕テࢽࣗ

஫にᨭえあう௙⤌みをᑟ入することをあげて

いる。ࢧーࢫࣅᥦ౪のあり方として、㹓㹐ཬ

び地方自治体が中心となって、地域ⓗな㐃⤡

会㆟を設⨨すること、また㛵ಀ⪅間の㐃⤡ㄪ

整➼のࢥーࢿ࢕ࢹーࢺを実᪋することをあげ

ている。そして、団地ཬびその࿘㎶地域の再
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生のあり方として、住み替えᨭ᥼、高㱋⪅に

ඃしく、またእ出をಁすような団地の環境整

備などの方向ᛶを♧している。 

 •༡ライフタ࢘ンには、19�0 年௦前༙と

1990 年௦前༙に建設された分ㆡཬび㈤㈚住

宅がከくあり、ᑡᏊ高㱋社会に向けたᑐᛂが

ồめられているが、ඛ㏙した㹓㹐の方㔪は藤

ἑ市としてཧ考となる。住み័れた地域で最

期まで㇏かに暮らしていくために、住宅の⟶

理⪅、ᒃ住⪅、་⒪⚟♴㛵ಀ⪅、自治体、ከ

ᵝな活ືをしている㛵ಀ⪅➼からなる「（௬

⛠）地域㐃⤡会㆟」をつくり、ㄢ題のὙい出

し、᝟報のඹ᭷化、取り⤌み事౛の学⩦➼を

行い、㢦の見える㛵ಀのᵓ⠏が大切となる。 

 

 事౛ࡳ⤌のྲྀりࡘ୕���

ձ᯽市㇏ᅄᏘ台団地 

 ᯽市の㇏ᅄᏘ台団地（㹓㹐）では、㹓㹐が

団地にᅾ宅་⒪᪋設➼のㄏ⮴をᅗり、地域ໟ

ᣓࢫࢩ࢔ࢣテ࣒実現に取り⤌んでいる。౛え

ば、ࢧーࢫࣅ付き高㱋⪅向け住宅とᅾ宅་⒪

をྵめた 2� 時間のᅾ宅ࢫࢩ࢔ࢣテ࣒の⤌み

ྜわࡏによる地域ໟᣓࢫࢩ࢔ࢣテ࣒の実現に

取り⤌んでいる。 

ղ ὒ光台団地 

 ὒ光台団地（㹓㹐）では、団地再生と活ᛶ

化のため、「ࣝࢧࢿンࢫ LQ ὒ光台」という

ド࢔」をጞめ、᭷㆑⪅からなるࢺࢡ࢙ࢪロࣉ

、ー会㆟」、学㆑⪅・まちづくり༠㆟会ࢨイࣂ

行ᨻᶵ㛵➼からなる「࢚ࣜ࢔会㆟」をࢫター

をつࢫ㹁㹁ラ࣎など地域活ືの࣋ー、ࡏさࢺ

くり、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕の活ᛶ化のヰしྜいの場

やイ࣋ンࢺの実᪋の場などのᙺ๭をᯝたして

いる。さらに、2015 年 3 月から「団地のᮍ

᮶ࣉロࢺࢡ࢙ࢪ」がࢫターࢺしている。 

ճከᦶࣗࢽータ࢘ン Ọ山団地 

 入ᒃᚋ �0 年௨上経つከᦶࣗࢽータ࢘ンの

Ọ山地༊は高㱋化率が 30㸣を㉸え、高㱋化

問題が顕ᅾ化している。 

 中高層住宅が୪ࡪỌ山団地の 1㝵にある空

きᗑ⯒を活用して、地域住民の஺流のᣐ点

「Ọ山⚟♴ீ」が地域の⤎をつくっている。

この⚟♴ீは、2002 年から活ືがጞまり、

200� 年から「特ᐃ㠀営฼活ືἲ人⚟♴ீ」

が㐠営にᦠわっている。 

 地域で高㱋⪅が生き生きと㐣ごすことがで

きるように࣏ࢧーࢺする͆高㱋⪅ᨭ᥼事業͇、

Ꮚ⫱て中のお母さん・お∗さんに「ᗈ場」を

ᥦ౪しつつᏊ⫱ての▱ᜨや手ຓけを行う͆Ꮚ

⫱てᨭ᥼事業͇、高㱋⪅とᏊ⫱てୡ௦の஺流

のᶵ会ᥦ౪を行っている͆ୡ௦஺流事業͇、

地域ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕がさりげなく見Ᏺりをしྜ

う㛵ಀづくりを行っている͆まちづくり事

業͇のᅄつが࣓インである。 

 このᑠさな࣌ࢫーࢫでᒎ開される光景は、

␗ୡ௦が自分のできる⠊ᅖで㛵わりながら、

᪂しい社会をつくりあげていくためにはどう

したらよいかを模⣴するጼでもある。 

  

 これらの三つの事౛は、⚟♴と住宅との㐃

ᦠ、⤌⧊のつくりかた、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕の⥔持

の௙方というほ点から、団地を再生していく

ための取り⤌みとしてᚲࡎᚲ要とされること

と考える。 

 

 ⏝ᐊのάࡁ✵ᐙ࣭ࡁ✵（�）

 空きᐙは㐟ఇ㈨⏘の活用というど点だけで

はなく、高㱋⪅➼のᒃ場所、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢝࢕

フ࢙、ᅗ᭩館、移住⪅向け住宅、ⱁ⾡活ືの

場、学生の住まい、ࣞࢺࢫランなどከᵝな用

Ọᒣ⚟♴ீ
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㏵で活用されている。౛えば、京㒔市では空

きᐙをまちづくりの㈨※としてᤊえ、᪂しい

活用方ἲのᥦ案をເ集し、ࣔࣉࣝࢹロࢡ࢙ࢪ

に㑅ばれればᨵ修㈝を⿵ຓするᨭ᥼⟇も行ࢺ

っている。 

 このような空きᐙ活用のཧ考として、ゼ問

ㄪᰝを行ったୡ田谷༊の「地域ඹ生のいえ」

➼の取⤌を⤂௓する。 

ձ地域ඹ生のいえ 

 「地域ඹ生のいえ」は（一㈈）ୡ田谷ࢺラ

・まちづくりが༊ෆにある自ᕫ所᭷のᐙࢺࢫ

建≀を活かして、地域の公┈ⓗかつ営฼を┠

ⓗとしないまちづくり活ືをᨭえる場をつく

ーをᨭ᥼しているไ度でࢼうと考える࢜ーࢁ

ある。200� 年からࢫターࢺし、現ᅾ 20 ⟠所

となっている。Ꮚ⫱てをᨭ᥼する場、Ꮚども

たちの地域のᒃ場所、高㱋⪅や㞀がい⪅の暮

らしをᨭえる場、地域のまちづくりをᨭ᥼す

る場などከᵝである。 

 200� 年 9 月からᏊ⫱てのᣐ点として活ື

している「ࣝࢶのᐙ」は空き部ᒇを活用し、

Ꮚ⫱て中のぶᏊをᑐ㇟に、1 㝵のᒃ間とᗞを

地域のぶᡉのᐙのような㞺ᅖ気で、気㍍に立

ちᐤれるぶᏊの集いの場となっている。 

 さらにୡ田谷༊では、ୡ田谷ࢺラࢺࢫまち

づくりの取⤌として、「空きᐙ➼地域㈉⊩活

用┦ㄯ❆口」を 2013 年 7 月に開設し空きᐙ

の活用をᅗっている。 

ղ団地の空きᐊを活用した事౛ 

 •༡大ᗞ地༊の「ࡄるんとびー㥖ᐤ」は㹓

㹐団地の㈚しᐊを活用して、ᑠ規模ከᶵ⬟型

᪋設を㐠営するとともに、自ら㈚しᐊにᒃ住

し、ᒃ住⪅として⟶理⤌ྜにもཧ加し団地ᒃ

住⪅との஺流をᅗっている。高㱋⪅の生活ᨭ

᥼を行う中で、生活ᨭ᥼を行う人たちのᏊ⫱

てᨭ᥼を行う௙⤌みづくりをヨみている。 

 地域でのᨭえྜいをᇶ本に、地域に住ࡴ、

地域で働く、地域のまちづくりを進めるとい

う活ືは、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕活ືの᪂しい方向と

言える。 

 

（�）ఫᏯᆅのᑗ᮶ࢆᥥく 

の活ᛶ化のために、住宅地に࢕テࢽ࣑ࣗࢥ 

かかるㄢ題解Ỵの⣒口となるྛ地のᵝ々な取

⤌をㄪᰝすると、地域の実᝟や特ᛶを㋃まえ

た住宅ᨻ⟇の立案がồめられる。ᑡᏊ高㱋社

会を㏄え、ᅜの住宅ᨻ⟇は、「住生活ᇶ本

ἲ」がไᐃされ、住宅の㔞の☜保から、住生

活の㉁の向上へと大きく転᥮している。住宅

、㔜どの᪋⟇ᒎ開、௚分㔝との㐃ᦠࢡࢵࢺࢫ

地域の実᝟をࡩまえたきめ⣽かな᪋⟇ᒎ開➼

がᇶ本とされている。市町ᮧの住生活にかか

るᇶ本ⓗなィ⏬については、地域特ᛶをࡩま

えるとともに、まちづくり᪋⟇、⚟♴ᨻ⟇➼

との㐃ᦠして᪋⟇を実᪋することがᚲ要とさ

れている。 

ー㥖ᐤࡧ࡜ࢇࡿࡄ

ᆅᇦඹ⏕の࠼࠸ 

 のᐙࠖࢶࣝࠕ

 ㅊᯘᣍࠖࠕ
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10 ᆅᇦ࡛のேのࡀ࡞ࡘりࢆᗈ࠸࡚ࡆ

く࡟ࡵࡓ ௒ᚋの᪉ྥᛶ  

（1）ᣢ⥆ྍ⬟࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥ࡞ᙧᡂ࡚ࡅྥ࡟ 

 持続ྍ⬟なࢽ࣑ࣗࢥテ࢕のᙧ成に向けて、

ここではᅄつの考え方を♧したい。 

 一つは、地域の㇏ᐩな人ᮦや場をつなげる

「地域のつながりのᵓ⠏の᥎進」である。ಙ

㢗㛵ಀのᵓ⠏には㢦の見える㛵ಀづくりが࣏

インࢺであるが、その方ἲとしてはゼ問活ື

 。の実㊶がᇶ本である（活ືࢳーࣜࢺ࢘࢔）

そして地域のつながりをつくるには、ᵝ々な

ᒃ場所にいる࢟ーࣃーࢯンを発᥀し、その経

験を活かすことである。 

 ஧つめは、「ከᵝな地域㈨※を活用したከ

ୡ௦が஺流できる場のᥦ౪」である。ᒃ場所

のึ期のẁ㝵は、Ꮚどもだけ、高㱋⪅だけを

ᑐ㇟としたࢣーࢫでも、ୡ௦間にわたって気

㍍に立ちᐤれる場がᮃまれる。ᒃ場所のᙧែ

としては、᪤Ꮡの建≀➼地域㈨※を᭷ຠ活用

するというど点が大切である。 

 三つめは、「ᨭえྜいとຓけྜいをಁ進す

る人ᮦの発᥀と⫱成」である。人ᮦの発᥀に

は、地域という現場での活ືを通して⫱成す

ることが㘽である。地༊社会⚟♴༠㆟会や民

生ጤဨの活ື、㹁㹑㹕の活ືは地域ࢽ࣑ࣗࢥ

テ࢕の⥔持とともに、高㱋⪅➼の࢔ࢣに大き

なᙺ๭をᯝたしている。現場での経験್を高

め、活かすことが人ᮦの⫱成につながる。 

 ᅄつめは、「ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕の持続のための  

場と௙⤌みのᵓ⠏」である。13 地༊の市民

センター・公民館、ᑠ学ᰯ༊༢఩の地域市民

のᐙ、地域Ꮚどものᐙ、ᑠ学ᰯの空き教ᐊや

᪤Ꮡの町ෆ会館や団地の集会所、࢝フ࢙など

が、つながりを持ち、活ືを続ける場となり

うる。 

 そのために、地域で活ືする人たちが、場

を೉りて㐠営していく௙⤌みが大切である。

藤ἑ市の「地域の⦕ഃ事業」はࢽ࣑ࣗࢥテ࢕

活ືの場と㐠営を保㞀するࡦとつの௙⤌みで

ある。空きᐙの活用もその一つである。 

 

（2）ᒃఫ⎔ቃの෌⏕࡚ࡅྥ࡟ 

 ᒃ住環境の再生に向けてここではᅄつの考

え方を♧したい。 

 一つは、「住まいを中心としたᑠ学ᰯ༊࢚

をᨭえྜいとຓけྜいの᰾とする」こと࢔ࣜ

である。藤ἑ市ෆでは、ᑠ学ᰯ༊を༢఩とし

て地༊の࢚ࣞࣜࢡーࣙࢩン大会が開催され、

それが町ෆ会自治会活ືのᨭえとなってきた

Ṕྐがある。また、地域市民のᐙは一ᑠ学ᰯ

༊に㸯ࣨ所という考え方をᇶ本に市が整備を

進めてきた᪋設である。この地域の㈨⏘を

「ᒃ場所」など᭷ຠに活用し、地域のᨭえྜ

いを㔊成することは大切である。また、ᖹ成

27 年度から進めている「地域の⦕ഃ事業」

においても市民のᐙの活用がᅗられている。 

 ஧つめは、「住まいとまちの環境の再生」

である。ᑡᏊ高㱋社会に直面する中で、住宅

のࢡࢵࢺࢫを活かしながら、ᒃ住⪅のᏳ心Ᏻ

全を☜保するための住宅ᨻ⟇を進めることは

市町ᮧにとって㔜要なㄢ題である。そのため

に、住宅マࢫターࣉラン（住生活ᇶ本ィ⏬）

を⟇ᐃし、住宅ᨻ⟇を⚟♴部㛛など௚部㛛と

㐃ᦠし⥲ྜⓗに᥎進することがồめられてい

る。 

 •༡大ᗞ地༊は、集ྜ住宅がከく、その⟶

理୺体は、㹓㹐、県住宅౪⤥公社、県、市、

民間➼とᵝ々なので、住まいやࢽ࣑ࣗࢥテ࢕

の再生について、自治体、住宅の⟶理୺体⪅、

ᒃ住⪅、་⒪⚟♴㛵ಀ⪅をはじめከᵝな地域

活ືをしている㛵ಀ⪅からなる会㆟体をつく

り、ᑠ学ᰯ༊༢఩に住宅環境の特ᛶを㋃まえ

ㄢ題のὙい出しや᝟報のඹ᭷化を行い、㛵ಀ

⪅間の㢦の見える㛵ಀをつくることからࢫタ

ーࢺすることが⫢要であると考えている。 

 また、ࢽ࣑ࣗࢥテ࢕活ືの場として空きᐙ、

空きᐊという㈨⏘を活用することは、これか

らのまちづくりにとって大切であるので、ୡ
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田谷༊の「地域ඹ生のいえ」の取⤌などをཧ

考にしながら、藤ἑ市の実᝟にྜわࡏた空き

ᐙの฼活用をᅗるᚲ要がある。 

 三つめは、「民間事業⪅や㹌㹎㹍➼との㐃

ᦠ」である。これからのᒃ住環境の再生に向

けては、公ⓗな住宅౪⤥事業⪅、民間の住宅

㛵㐃の事業⪅、㹌㹎㹍との㐃ᦠがますますồ

められる。 

 住宅☜保要㓄៖⪅にᑐする㈤㈚住宅の౪⤥

のಁ進のためには、全㒔道ᗓ県で設⨨され、

༊市町にも最㏆設⨨事౛がቑえている「ᒃ住

ᨭ᥼༠㆟会」へのཧ⏬がồめられる。 

 ᅄつめは、「ᒃ住⪅がཧ⏬する௙⤌みのᵓ

⠏」である。•༡ライフタ࢘ンのᮍ᮶へ向け

たࢫターࢺのためには、౛えばὒ光台団地の

「団地のᮍ᮶ࣉロࢺࢡ࢙ࢪ」のような取⤌を、

てもよいと考える。2025ࡏさࢺターࢫ 年に、

•༡ライフタ࢘ンはึめての入ᒃから 50 年

を㏄える。そのときまでに•༡ライフタ࢘ン

のᮍ᮶ᅗをᥥくことが㔜要と考える。 

 

11 まࡵ࡜㸸ᑡᏊ㧗㱋♫会のఫᏯᆅᇦ

 のጼࡘの୍࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥ࡜

  

ᑡᏊ高㱋社会を㏄える中で、地域でのつな

がりをᗈげ、ࢧーࢫࣅを受けるഃも、౪⤥す

るഃも஫いにᨭえྜうというࢽ࣑ࣗࢥテ࢕を

㤳㒔ᅪ㏆㑹の住宅地域で、どのような௙⤌み

によって、どのような地域の㈨※を活かして

ᙧ成していくかが㔜要となってくる。 

 そのጼとして、今回のㄪᰝをした⤖ᯝから

౛えば•༡大ᗞ地༊で┠ᣦすとしたら、どの

ようなまちがⰋいかを三つあげておきたい。 

 一つは、「市民生活のあらࡺる場面で市民

が୺人公であるまち」である。Ꮚどもから高

㱋⪅までㄡもが気㍍に立ちᐤれる場所があり、

人々がࡺるやかにつながり、஫いにᙺ๭（そ

の人のᏑᅾといえる）をㄆめあう場が大切で

ある。そして、そのような場は、市民がᑡし

つຊを出しྜい、㐠営し、ᗈげていくことࡎ

になる。自治、ཧ⏬、஺流、つながりが࢟ー

࣡ードとなる。 

 ஧つめは、「Ṍいて生活ができ、Ṍいてᴦ

しいまち」である。㒔市で生活するᶵ⬟が集

約されており、ⴠち╔いた⾤୪みと自然㇏か

なみどりが生活に₶いを୚える。住宅地の中

に、ከᵝなࢧーࢫࣅをா受できるࢫテーࣙࢩ

ンがあったり、௰間とㄯ➗や㊃࿡をᴦしࡴ場

所があると、እに出かけるᶵ会がቑえ、೺ᗣ

にもⰋいᙳ㡪を୚えるようになる。 

 三つめは、「住まい・生活の場、働く場、

学ࡪ場、೺ᗣと་⒪の場が整えられているま

ち」である。それࡒれの場で、市民のⰋዲな

┦஫㛵ಀのᵓ⠏がᅗられ、ಙ㢗㛵ಀが生まれ

㔊成されることが、生き生きとしたまちにつ

ながっていく（ᅗ㸲）。 

 •༡大ᗞ地༊はこうした三つのまちのጼを

体現できる市民活ືと地域㈨※を備えている

と考えている。 

 1970 年௦ᚋ༙から整備されてきた「•༡

ライフタ࢘ン」は、ᡞ建住宅と中層高層のඹ

ྠ住宅が、ࣂランࢫよく建設されているࣗࢽ

ータ࢘ンと言える。2025 年を㏄えると年㱋

ᵓ成は㉸高㱋化になる。•༡ライフタ࢘ンの

特ᛶを活かした「まちの再生」のためには、

10 でᥦ案した௙⤌みづくりを、まࢫࡎター

 。ることが㘽となるࡏさࢺ

ͤὀ㸸本稿のෆᐜは、著⪅の⚾見であることを

付グする。 

ᅗ㸲 ᑡᏊ㧗㱋♫会のまちのጼ 
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䚷䠄䜲䝧䞁䝖のᐇ᪋䚸ㅮᗙの㛤ദ䚸Ꮚ䛹䜒䛯䛱䜈のᏛ⩦ᣦᑟ䛺䛹䠅

䞉㣗஦ᥦ౪䛿௒ᚋのㄢ㢟

㻥᭶㻝㻟日 䛣䛔䛸䛳Ꮚ ᑠᏛ⏕ 䞉ᑠᏛ⏕のᨺㄢᚋの㐟䜃ሙのᥦ౪

䚷㛤タ日䠖⤥㣗の䛒䜛日

䚷䚷㻠䡚㻥᭶䚷䚷䚷㻝㻟䠖㻟㻜䡚㻝㻣䠖㻜㻜䚷䚷䚷䚷㻝㻜䡚㻟᭶䚷䚷㻝㻟䠖㻟㻜䡚㻝㻢䠖㻟㻜

䞉ᑠᏛᰯの✵䛝ᩍᐊのά⏝

㻥᭶㻞㻞日 䝆䝵䝽䜅䜜䛒䛔䝃䝻䞁 㻢㻜ṓ௨ୖ 䞉ẖ᭶➨䠐ᮌ᭙日䛻ᐇ᪋䚹䜲䝧䞁䝖䛸Ḽㄯ䚹

䠄䝷䜲䝣䝍䜴䞁䞉䝆䝵䝽のάືの 䞉大ᗞ䚸ᑠ⣒䚸㥖ᐤ䛛䜙᮶ゼ

䜂䛸䛴䠅 䞉ẖᅇ㻞㻜ே⛬ᗘ䛜ཧຍ䚹ཧຍ⪅の㻤๭⛬ᗘ䛜ᖖ㐃䚸㻞๭⛬ᗘ䛜ึ䜑䛶䚹

䞉Ẹ㛫ၟᴗ᪋タの఍㆟ᐊの✵䛔䛯᫬㛫䜢ά⏝

㻥᭶㻞㻞日 ➨㻡ᅇ䛠䜛䜣䛸ຮᙉ఍ ㄡ䛷䜒ཧຍྍ⬟ 䞉ཧຍ⪅䛜㣗䜒࿡䜟䛔䛺䛜䜙䚸ᴦ䛧䛟Ꮫ䜆

䠄㏻ᡤ⪅䚸༠ຊ⪅ 䞉䛠䜛䜣䛸䜃䞊㥖ᐤのάື

ᅋᆅ㛵ಀ⪅䚷௚䠅

㻥᭶㻞㻟日 ஺ὶ䝇䝨䞊䝇䜋䛳䛸⯋ ඲ୡ௦ᑐ㇟ 䞉ᆅᇦ䝉䝭䝘䞊の㛤ദ

䠄ᆅᇦの⦕ഃ஦ᴗཷク䠅 䞉୍ேᬽ䜙䛧のᨭ᥼

䞉䠏䠞య᧯䚸ᅖ◻䚸ⳫᏊస䜚䛺䛹ᴦ䛧䛔άື䚹

䞉฼⏝⪅䛿䚸大ᗞ㻢๭䚸㐲⸨㻞๭䚸⩚㫽䞉㎷ᇽ㻝๭䚸ሐ㻝๭䚹

䞉௓ㆤಖ㝤䜢౑䜟䛺䛔䜘䛖䛻⏕άᨭ᥼䚹㢦のぢ䛘䜛㛵ಀ䜢䛴䛟䜛䚹

䞉Ẹ㛫の஦ᴗ⪅䛛䜙೉䜚䜛

㻥᭶㻞㻠日 •༡す㒊ぢᏲ䜚䝛䝑䝖 ⮬἞఍の㧗㱋⪅ 䞉እ䛻ฟ䛛䛡䜛ᶵ఍のᑡ䛺䛔䛚ᖺᐤ䜚䜢ᑐ㇟䛻

䠄•༡す㒊⮬἞఍の ཬ䜃Ꮚ䛹䜒 䚷ᫎ⏬㚷㈹䛸䝻䝪䝑䝖䜢ᴦ䛧䜐఍䜢㛤ദ䛧䛯䚹

άືの୍䛴䠅 䞉ᅋᆅ㞟఍ᡤ䛷䚸ぢᏲ䜚䛸䛚ヰ䛧の఍ྜ䚹䜅䜜䛒䛖ሙ䜢䛴䛟䜛䚹

䈜䝟䝹䝻䜢⤂௓ 䞉䝟䝹䝻䜈の㛵ᚰ䛜㧗䛔䠄Ꮚ䛹䜒䚸㧗㱋⪅䛸䜒䠅

㻥᭶㻞㻥日 䛯䛝の䛥䜟䝟䝷䝎䜲䝇 㻜ṓඣ䛛䜙㧗㱋⪅ 䞉ᨺㄢᚋのᏊ䛹䜒䛯䛱䛜⮬⏤䛻Ᏻᚰ䛧䛶㐟䜉䜛ሙ䠄ᑠᏛ⏕䠅䚹

䠄ᆅᇦの⦕ഃ஦ᴗཷク䠅 ᑠᏛ⏕䛜䜋䛸䜣䛹 䞉㐠Ⴀ䜢䛧䛶䛔䜛ᆅᇦの᪉䚻の㐃ᦠ䛜῝䜎䜛䚹

䞉⁪のἑᑠᏛᰯ䛸䜒༠ຊ

䞉ᆅᇦᕷẸのᐙの฼⏝≧ἣ䜢䜏䛶ά⏝

㻥᭶㻞㻥日 •༡大ᗞᕷẸᅗ᭩㤋 ඲ୡ௦䛜ᑐ㇟ 䞉⁫ᅾᆺの฼⏝䛜ከ䛔

䝸䝍䜲䜰䛧䛯⏨ᛶの 䞉฼⏝⪅ᩘ䚷ᖹ日䛷⣙㻝㻜㻜㻜ே㻛日๓ᚋ䚹

฼⏝䛜ከ䛔 䞉ᆅᇦ䛸の䛴䛺䛜䜛䛣䛸の㔜せᛶ䛛䜙䚸ᆅᇦάື䝁䞊䝘䞊䚸

䚷་⒪೺ᗣ᝟ሗ䝁䞊䝘䞊䜢タ䛡䚸ྛ✀᝟ሗ䜢Ⓨಙ䛧䛶䛔䜛䚹

䞉೺ᗣㅮᗙ䜢㛤ദ䛧䚸೺ᗣ䛵䛟䜚䜢ᨭ᥼䛧䛶䛔䜛䚹

䞉Ẽᴦ䛻ධ䜜䜛䝃䞊䝗䝥䝺䜲䝇䛷䛒䜛䚹

㻝㻜᭶㻝㻡日 䛿䛽䛔䛱఍ 㻢㻜ṓ௨ୖ 䞉᭶㻝ᅇ䚸⪁ே䜽䝷䝤の఍ဨ䛜㞟䜎䛳䛶䚸ḷ䜢ḷ䛳䛯䜚䚸䜽䜲䝈䜢䛧䛯䜚

䠄⩚᰿ἑ➨୍ᅋᆅ 䚷䝃䝻䞁的䛺άື䜢䚸ᅋᆅ㞟఍ᡤ䛷⾜䛳䛶䛔䜛䚹

䈜䝟䝹䝻䜢⤂௓ ⮬἞఍⪁ே఍䠅 䞉㻝㻡日䛿䚸⣙㻝㻡ྡのཧຍ䛸䛸䜒䛻䚸Ꮚ䛹䜒䛯䛱䛜㻢ྡཧຍ䛩䜛䚹

㻝㻜᭶㻞㻜日 䛯䛝の䛥䜟䝟䝷䝎䜲䝇 ᑠᏛ⏕ 䞉ᮌ᭙日の䛯䜑䛔䛴䜒䜘䜚ᑠᏛ⏕䛜ᑡ䛺䛔䛜䝟䝹䝻䛸㐟䜃

䚷Ꮚ䛹䜒䛯䛱のᵝᏊ䜢䜏䜛䛸䚸䝎䞁䝇䜢䛿䛨䜑㠀ᖖ䛻⯆࿡䜢♧䛧䛯䚹

䈜䝟䝹䝻䜢⤂௓ 䞉Ꮚ䛹䜒㻝㻠ே䚹ḷ䛸䝎䞁䝇䛿୍⥴䛻ᴦ䛧䜐䚹

㻝㻝᭶㻞㻠日 ╬⮬἞఍䝅䝙䜰䜽䝷䝤 㧗㱋⪅䠄㻢㻜ṓ௨ୖ䠅 䞉➨䠐ᮌ᭙日䛻䛂䝃䝻䞁Ỉ╬䛃䜢㛤ദ䛧䚸⮬἞఍ෆの㧗㱋⪅の

Ỉ╬఍ 䚷ぶ╬䜢ᅗ䛳䛶䛔䜛䚹䚷⮬἞఍の఍㤋䛷㛤ദ䚹

䈜䝟䝹䝻䜢⤂௓ 䞉䛂䝃䝻䞁Ỉ╬䛃のሙ䜢೉䜚䚸䝟䝹䝻䜢⤂௓䛧䚸䝟䝹䝻䛻䛴䛔䛶の༳㇟䚸

ᙺ䛻❧䛴䛸䛣䜝䚸ᮃ䜐䛸䛣䜝䛺䛹䜢⪺䛝ྲྀ䜚䛧䛯䚹

㈨ᩱ㸯ࠉ•༡大ᗞᆅ༊のᒃሙᡤのㄪᰝ⤖ᯝ
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ᆅ༊ྡ ㄪᰝ日 ゼၥඛྡ ᑐ㇟ୡ௦ ᒃሙᡤのᙺ๭䛺䛹

•༡大ᗞ 㻥᭶㻞日 䝷䜲䝣䝍䜴䞁䞉䝆䝵䝽 ఍ဨไ䛷䠒䠌ṓ௨ୖ 䞉㧗㱋⪅⚟♴┦ㄯάື

䠄•༡大ᗞ⚟♴䝪䝷䞁䝔䜱䜰 䞉日ᖖ⏕άのᨭ᥼䚸⏕䛝䛜䛔䛵䛟䜚䜈のᨭ᥼

άື䝉䞁䝍䞊䠅 䞉䜅䜜䛒䛔䝃䝻䞁䠄ヰ䛧┦ᡭ䚸཭䛰䛱䛴䛟䜚䠅䠖 ẖ᭶➨㻠ᮌ᭙日㛤ദ

䞉Ẹ㛫ၟᴗ᪋タの✵䛝䝇䝨䞊䝇䜢ά⏝

㻥᭶㻝㻞日 䛠䜛䜣䛸䜃䞊㥖ᐤ せᨭ᥼１䡚せ௓ㆤ䠑 䞉㧗㱋⪅௓ㆤ䛸஫䛔の日ᖖ⏕άᨭ᥼䜢㏻䛧䛶䚸㧗㱋⪅䚸ⱝᖺୡ௦䚸

䠄ᑠつᶍከᶵ⬟ᆺᒃᏯ௓ㆤ䠅 䠄฼⏝⪅㻞㻥ྡ䠅 䚷ᨺㄢᚋのᏊ䛹䜒䛜ඖẼ䛻᣺䜛⯙䛘䜛ሙᡤ䜢ᥦ౪

䞉ᅋᆅෆ䛷のᆅᇦ஺ὶ䚷䚷䠖䚷ᅋᆅの✵䛝ᐊ䜢ά⏝

䚷䠄䜲䝧䞁䝖のᐇ᪋䚸ㅮᗙの㛤ദ䚸Ꮚ䛹䜒䛯䛱䜈のᏛ⩦ᣦᑟ䛺䛹䠅

䞉㣗஦ᥦ౪䛿௒ᚋのㄢ㢟

㻥᭶㻝㻟日 䛣䛔䛸䛳Ꮚ ᑠᏛ⏕ 䞉ᑠᏛ⏕のᨺㄢᚋの㐟䜃ሙのᥦ౪

䚷㛤タ日䠖⤥㣗の䛒䜛日

䚷䚷㻠䡚㻥᭶䚷䚷䚷㻝㻟䠖㻟㻜䡚㻝㻣䠖㻜㻜䚷䚷䚷䚷㻝㻜䡚㻟᭶䚷䚷㻝㻟䠖㻟㻜䡚㻝㻢䠖㻟㻜

䞉ᑠᏛᰯの✵䛝ᩍᐊのά⏝

㻥᭶㻞㻞日 䝆䝵䝽䜅䜜䛒䛔䝃䝻䞁 㻢㻜ṓ௨ୖ 䞉ẖ᭶➨䠐ᮌ᭙日䛻ᐇ᪋䚹䜲䝧䞁䝖䛸Ḽㄯ䚹

䠄䝷䜲䝣䝍䜴䞁䞉䝆䝵䝽のάືの 䞉大ᗞ䚸ᑠ⣒䚸㥖ᐤ䛛䜙᮶ゼ
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ᅋᆅ㛵ಀ⪅䚷௚䠅
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άືの୍䛴䠅 䞉ᅋᆅ㞟఍ᡤ䛷䚸ぢᏲ䜚䛸䛚ヰ䛧の఍ྜ䚹䜅䜜䛒䛖ሙ䜢䛴䛟䜛䚹

䈜䝟䝹䝻䜢⤂௓ 䞉䝟䝹䝻䜈の㛵ᚰ䛜㧗䛔䠄Ꮚ䛹䜒䚸㧗㱋⪅䛸䜒䠅

㻥᭶㻞㻥日 䛯䛝の䛥䜟䝟䝷䝎䜲䝇 㻜ṓඣ䛛䜙㧗㱋⪅ 䞉ᨺㄢᚋのᏊ䛹䜒䛯䛱䛜⮬⏤䛻Ᏻᚰ䛧䛶㐟䜉䜛ሙ䠄ᑠᏛ⏕䠅䚹

䠄ᆅᇦの⦕ഃ஦ᴗཷク䠅 ᑠᏛ⏕䛜䜋䛸䜣䛹 䞉㐠Ⴀ䜢䛧䛶䛔䜛ᆅᇦの᪉䚻の㐃ᦠ䛜῝䜎䜛䚹

䞉⁪のἑᑠᏛᰯ䛸䜒༠ຊ

䞉ᆅᇦᕷẸのᐙの฼⏝≧ἣ䜢䜏䛶ά⏝

㻥᭶㻞㻥日 •༡大ᗞᕷẸᅗ᭩㤋 ඲ୡ௦䛜ᑐ㇟ 䞉⁫ᅾᆺの฼⏝䛜ከ䛔

䝸䝍䜲䜰䛧䛯⏨ᛶの 䞉฼⏝⪅ᩘ䚷ᖹ日䛷⣙㻝㻜㻜㻜ே㻛日๓ᚋ䚹

฼⏝䛜ከ䛔 䞉ᆅᇦ䛸の䛴䛺䛜䜛䛣䛸の㔜せᛶ䛛䜙䚸ᆅᇦάື䝁䞊䝘䞊䚸

䚷་⒪೺ᗣ᝟ሗ䝁䞊䝘䞊䜢タ䛡䚸ྛ✀᝟ሗ䜢Ⓨಙ䛧䛶䛔䜛䚹

䞉೺ᗣㅮᗙ䜢㛤ദ䛧䚸೺ᗣ䛵䛟䜚䜢ᨭ᥼䛧䛶䛔䜛䚹

䞉Ẽᴦ䛻ධ䜜䜛䝃䞊䝗䝥䝺䜲䝇䛷䛒䜛䚹

㻝㻜᭶㻝㻡日 䛿䛽䛔䛱఍ 㻢㻜ṓ௨ୖ 䞉᭶㻝ᅇ䚸⪁ே䜽䝷䝤の఍ဨ䛜㞟䜎䛳䛶䚸ḷ䜢ḷ䛳䛯䜚䚸䜽䜲䝈䜢䛧䛯䜚

䠄⩚᰿ἑ➨୍ᅋᆅ 䚷䝃䝻䞁的䛺άື䜢䚸ᅋᆅ㞟఍ᡤ䛷⾜䛳䛶䛔䜛䚹
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2017 年 11 月 19 日、公益社団法人神奈川

県地方自治研究センターの第 16 回総会(臨

時)が、地域労働文化会館で開催された。当

センターの理事・監事のなかで所属する労働

組合の役員改選に伴い、当センター役員の交

代が生じたため、臨時に総会を開催し新たな

役員の選任を行った。 

総会の出席会員は、総会員数 76 名に対し

54 名(委任状等を含む)、議長には、海老名

市職労の近藤直樹さんが選出され、議事進行

にあたった。 

改選となった理事は２名、監事１名で、す

べての候補者は出席会員全員の信任を受け新

役員に選任された。任期は、前任者の残任期

間である 2018 年６月の定時総会終結のとき

までとなる。 

また、業務執行理事・副理事長の千葉信夫

前自治労県本部委員長が退任したため、総会

終了後に理事会を開催し、後任の副理事長と

して蓼沼宏幸自治労県本部委員長を選任した。

新役員体制は次のとおり。 

 

《新役員体制》 

【理事 (定数 15名)】   

黒沢 一夫(理事長)  

林  克己(副理事長)  

蓼沼 宏幸(副理事長)：新任 

榎田 利彦(常務理事) 

大沢 宏二(常務理事・事務局長)  

岡  眞人  

佐野  充  

佐藤 孝治  

半澤 彰浩 

横山 純子  

板橋 洋一 

中野 雅臣  

芹沢 秀行  

的場 信也：新任 

嶋  清和 

【監事 (定数２名)】 

北村 理美 

依田 俊一：新任 

 

なお、総会では 2018 年３月までの神奈川

自治研センターの研究会等のスケジュールも

公表された。主な予定は次のとおり。 

【第 17回総会】 

■日時：2018年３月 16日(金)14：00～ 

■場所：神奈川県地域労働文化会館 

■議事： 

第１号議案 2018年度事業計画(案) 

第２号議案 資金調達および設備投資の 

見込みについて(案) 

第３号議案 2018年度予算(案) 

【総会記念講演会】 

■日時：2018年３月 16日(金)15：00～ 

■場所：神奈川県地域労働文化会館 

■講師：其田茂樹さん 

（(公財)地方自治総合研究所研究員) 

■内容：公共交通政策について(仮) 

（公社）神奈川県地方自治研究センター 

第 16 回総会（臨時）の開催報告 

編集部  
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 編集後記

　神奈川県立がんセンターにおける重粒子線治療の存続危機が報じられたのは昨年12月のこと

であった。放射線治療の専門医が相次いで退職の意向を示し、「先進医療」に指定された治療継

続が危ぶまれたこの問題については、県がひとまず医師の人員配置要件を確保し、1月24日に

3月末までの治療継続の見通しが立ったことを明らかにした。県は120億円を超える予算を投じ

て、世界最先端のがん治療施設として重粒子線治療施設を建設し、2015年12月から稼働させて

きただけに、知事の肝入りで問題解決に取り組んでいるようである。

　とはいえ、この間の医師不足の影響で患者の新規受け入れは制限され、前年同時期の約4分

の1に減少、重粒子線治療を受ける患者4人が他の医療機関に移ったとされる。県が原因究明の

ため設置した調査委員会は、退職した放射線専門医と病院を運営する県立病院機構とのコミュ

ニケーション上の問題を指摘したが、医師と運営側は、藁にもすがる思いで先進治療を望む患

者の存在をどう捉えていたのだろうか。各地で公立病院の独法化は進むが、医療提供に関わる

行政の責任とリスク管理は不可避のはずである
 

（谷本有美子）

巻頭言
　１月２２日、１５０日間にわたる第１９６回通常国会が開幕した。安倍首相は今国会を「働

き方改革国会」とし、残業時間の上限規制を柱とする関連法案などを重要課題と述べて

いるが、やはり気になるのは改憲の動きだ。首相は、施政方針演説では「国のかたち、

理想の姿を語るのは憲法です。各党が憲法の具体的な案を国会に持ち寄り、憲法審査会

において議論を深め、前に進めていくことを期待します。」と述べるにとどめ、各党議論・

憲法審査会での議論に委ねる物言いとしている。しかしながら、同日の自民党両院議員

総会では、憲法改正について、「いよいよ実現する時を迎えている」と表明しており、や

はり胸中では今年中の改憲発議を実現する腹づもりだろう。

　改憲議論の中で、クローズアップされているのはやはり９条の問題。

　首相は、自衛隊について「違憲の疑いを指摘されている現状を解消したい」ことが９条

改正の理由としている。しかし、政府は、現行憲法でも「合憲」であると解釈しているし、

私が所属する自治労の考えは置いておいても、現実の問題として国民の多くが自衛隊の

存在を認めている。

　軍備の強化や軍隊の創設を求めているのかと思えば、９条１項（戦争放棄）、２項（戦

力不保持）を堅持するとも表明しており（自民党改憲４項目では２項は維持・削除の両論）、

あえて、改憲する必要があるとは理解しがたい。また、政府が言うとおり集団的自衛権

の行使は合憲ならば、そのことからも改憲は必要ない。

　自民党改憲４項目では、幼児教育など教育全体の無償化、国政選挙における合区の解消、

緊急事態などもあるが、これらについても、現行法の整備で対応できるという意見もある。

首相は一体何が目的で憲法を変えたいのか？

　首相の改憲への思いの中核は「戦争のできる国」への布石と思うが、最近の言動はちょっ

と異なって見える。国会においては改憲勢力が両院で３分の２を超え、憲法改正発議の

要件を満たしている。今なら改憲できる。言うなれば、今まで誰もやっていない「憲法

改正を成し遂げた」という実績を残せる。いつのまにかそこが目的になっている気がする。

　実際にそのレールに乗ってしまえば、残るは国民投票。２００７年衆院法制局の試算によ

ると、国民投票には約８５０億円の費用がかかるとのこと。個人の実績残しに費やすには

あまりにも膨大な費用だ。

　言うまでもなく、憲法は国の統治の根幹となる基本的な原則をさだめるものである。

熟議こそあれ変えることが目的になるのはもってのほか。ましてやその後ろに改正では

なく改悪がみえるのであればなおさらのこと。立法の最高府における野党の奮闘を期待

する。

何
が
目
的
、
何
の
た
め
の
憲
法
改
正
議
論
か
。
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上空100mから見た釜石市鵜住居町で建設中の防潮堤（ドローン空撮）：2017年11月 佐藤孝治教授撮影

１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

822 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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